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６．学生支援 

中期目標 
【目標１】修学支援、生活支援、進路支援それぞれに対して、適切な環境を整え、学生の個性に応じた指導を行う体

制を構築する。 

（１）全学教務委員会 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] ３つの支援方針を明示し、教職員並びに学生等利害関係者に
周知する。 

[1-2] 留年者および休・退学者の状況を把握し、適切に対処するこ
とで年次的に低減させる。 

[1-3]  補習・補充教育に関する体制を整備し、修学支援を実施する。 
[1-4] 障がいのある学生に対する修学支援措置の適切性を確保す
る。 

[1-5] 奨学金等の経済的支援措置を適切に維持する。 
[1-6] 教職員の連携および学生相談室の活用により、心身の健康保

持・増進および安全・衛生への配慮を行う。 
[1-7] ハラスメント教育を実施し、相談窓口の周知を図るとともに

相談しやすい雰囲気づくりを行って、ハラスメント対策を行う。 
[1-8] 進路選択に関わるガイダンスを実施し、低学年からの職業観

を醸成するために教育方法を検討・実施する。 
[1-9] 「社会人基礎力」の強化と、「一般常識・社会常識」を身につ

けさせるための方策を検討し、実施する。 
[1-10] 正課教育によらない多様な活動を適切に評価する方法を検
討し実施する。 

[1-1]①方針の策定 
[1-2]①休退学除籍者数一覧 ②学生の GPA 推移表 
[1-3]①学習支援室の利用実績  

②教養科目（基礎科目群）の成績伸張状況
③学生満足度調査（アンケート）

[1-4]①テイク支援実績 
②学生満足度調査（アンケート）

[1-5]①奨学金支給状況 
②奨学金受給者の成績状況
③学生満足度調査（アンケート）

[1-6]①学生相談室利用実績 
②保健センター利用実績
③学生満足度調査（アンケート）

[1-7]①ハラスメント教育実施実績 
②学生満足度調査（アンケート）

[1-8]①各種ガイダンス等参加実績 
②窓口相談実績
③進路決定状況（業種別等を含む）

[1-9]①当該科目受講生の成績・進路決定状況を追跡調
査してその状況を調査する。 

②受講者・非受講者別の進路決定状況を比較して
効果を測定する

[1-10]①各種ボランティア活動、地域貢献活動、学内
イベント活動等の定性的・定量的評価の検証 

②活動の有無による進路決定状況
2015
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 大学として「修学支援方針」を確
立するために、各学部学科の修学支援
の実態を把握し、必要に応じて適切に
支援する。 

前期・後期に、各学部学科に対して
修学指導を実施するよう呼びかけを
行ったほか、実施状況について報告
を求めた。 

達成度 30％ 
IR 専門部会の報告を待ち、具体的な
修学支援方針を策定する。 

[1-2] 教学 IR によるデータを分析し、
休退学者の詳細な分析を行い、その対
策方法を検討し、対策を実施する。 

教学 IR 専門部会による分析結果と
合わせ、2016 年度戦略的予算を獲得
し、外部コンサルティングによる定
量分析・定性分析ならびに具体的休
退学者削減の方法を、外部業者と連
携しながら実施することにした。ま
ずはそのモデルとして経済学部を対
象とする。 

達成度 30％ 
IR 専門部会の報告による。 
外部コンサルティングを利用した休
退学削減対策についてはパイロット
学部として経済学部に協力をいただ
き、休退学者半減に向けて具体的な
実施計画を練る。 

[1-3] 学習支援室の利用状況、実態を調
べ、必要な正課科目または補習科目の
設置を検討し、次年度計画に盛り込む。 

学習支援室の論述作文の利用状況の
結果から、比較的利用閑散期に、就
職支援のため論述作文 TA による文
章添削指導を実施することにした。
補習科目の設置の検討には至ってい
ない。 

達成度 60％ 
学習支援室利用状況は、例年と同じ
く、1 年生を中心に活用されており、
また、英語の学習相談も一定の利用
がある。 
補習科目の設置は、本学の学生の弱
点が就職関係でみると非言語系問題
（数学、計算等）にあるとのキャリ
ア支援課の調査により明確となった
ため、現行のキャリア数学の実施方
法を含め、就職委員会と連携して、
どのように強化すべきかを検討し実
施する。 

[1-4] アクセシビリティ委員会との連
携を深め、情報の共有、対応がスムー
ズに行えるようにする。 

障害学生の受け入れ方針に則り、障
害学生の履修科目担当者に授業運営
上の配慮願いを速やかに依頼し、ま
た、授業運営上の問題に対しても迅
速に対応を行った。 

達成度 90％ 
政府の定める障害者差別解消法施行
に伴い、本学の障害学生の受け入れ
および支援に関する基本方針を新た
に策定した。また、学内外へのこの
方針の広報についても検討した。 

[1-5] 奨学金貸与者の学修状況を随時
把握し、学生委員会や学部学科と連携
しながら修学指導を実施する。 

学生委員会から提供された奨学金獲
得者の一覧とその成績状況を共有
し、成績不振者への学修指導等を強
化することとした。特に成績特待生
奨学金については、指導強化を行っ
た。 

達成度 70％ 

[1-6] 学生相談室との情報共有を密に
行う。 

教務や学生委員会レベルでの個々の
相談者情報共有は密ではないが、部

達成度 50％ 
学生相談室会議を通じて、今年度の
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長間の情報共有は定期的会合を通じ
てなされている。 

学生相談室利用の実態の把握、意見
交換を実施した。各学部学科の修学
指導により、学生相談室への利用の
呼びかけや紹介などが日常的に実施
されている。 

[1-7] 初年次科目を中心にハラスメン
ト教育の実施状況を調査する。 

実施されていない。 達成度 0％ 

[1-8] 職業と人生ⅠとⅡの担当者から、
経過報告、実績報告をしてもらい、次
年度の授業運営に対する適切な助言を
行う。 

全学教務委員会ならびに就職委員会
において同科目の担当者から年度末
にその実施状況、成果等について報
告があり、次年度授業に対するアド
バイスを受けた。 

達成度 50％ 
職業と人生のカリキュラム、指導内
容は 2016 年度就職委員会で報告が
なされ、本学のキャリア教育全体の
流れの位置づけ、役割等について議
論を行う予定である。 

[1-9] 基本科目のプレースメントテス
トの全学的導入を目指し、その実施方
法の検討を開始する。 

今年度から経済学部について、国語
のプレースメントテストが導入さ
れ、入学後の「論述作文」科目にお
けるクラス編成に利用された。英語
についてはすでに実施済みである。
数学については、従来通り、「コンピ
ュータ基礎」において、「就業力基礎
力テスト」が実施され、その結果に
より、各学科へ「キャリア数学 A」
への履修指導が行われている。 

達成度 70％ 
英語プレースメントテスト結果報
告。 
論述作文プレースメントテスト結果
報告（経済学部）。 
就業力基礎力テスト結果報告。 

[1-10] 地域貢献活動など様々な学生の
諸活動の実態を把握する。 

教養ゼミナール他、本学で実施され
ている様々な地域貢献活動の実態を
調査し、それを受けて、次年度の地
域貢献科目の見直しを提案したが、
成案に至らなかった。しかし、次年
度、江別市を中心とする地域連携の
協定による学生の活動について単位
できる「地域貢献活動」の科目の見
直しが実現した。 

達成度 60％ 
全学教務委員会提案資料等。 

2016
年度 

年次計画内容 
[1-1] 大学として「修学支援方針」を確立するために、各学部学科の修学支援の実態を把握し、必要に応じて適切に
支援する。 
[1-2] 外部コンサルティングを利用した休退学削減対策として経済学部の協力を得ながら、休退学者半減に向けて具
体的な実施計画を検討する。 
[1-3] 補習科目の設置は、本学の学生の弱点が就職関係でみると非言語系問題（数学、計算等）にあるとのキャリア
支援課の調査により明確となったため、現行のキャリア数学の実施方法を含め、就職委員会と連携して、どのように
強化すべきかを検討する。 
[1-4] アクセシビリティ推進委員会との連携を継続し、引き続き、情報の共有、対応がスムーズに行えるようにする。 
[1-5] 奨学金貸与者の学修状況を随時把握し、学生委員会や学部学科と連携しながら修学指導を継続的に実施する。 

[1-6] 学生相談室との情報共有を継続的に行う。 

[1-7] 初年次科目を中心にハラスメント教育の実施状況を調査する。 
[1-8] 職業と人生のカリキュラム、指導内容について、就職委員会と連携しながら、本学のキャリア教育全体の流れ 
の位置づけ、役割等について検討を進める。 
[1-9] 基本科目のプレースメントテストの全学的導入を目指し、その実施方法等の検討を継続する。 

 
 
（２）学生委員会 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 経済面から学生生活と就学を支援することを目的とし
て次の方策を講じる。 

１）経済的に修学が困難な学生が安心して大学生活をおくれる
ように経済援助奨学金を継続し、その有効性を不断に検証
する。 

２）成績優秀者奨学金・資格取得者奨学金制度・課外活動特待
奨励金制度といった諸活動に積極的な学生を支援する奨学
金制度を継続し、その有効性を不断に検証する。 

３）奨学生としての意識を向上させて、廃止となる奨学生を減
じるための方策を講じる。またその結果として、学生の目
的意識を向上し休退学の減少に繋がるようにする。 

[1-2] 安心・安全な学生生活を過ごす事が出来るように以下の
観点から支援体制を強化する。 

１）健康並びに健全な学生生活を送るための日常的な指導と啓
蒙活動の実施。 

２）学生相談室を有効に活用できるよう教務課、学習支援室等
の関係部署で連携を強化する。 

３）学生の事件・事故の防止のためにガイダンスの実施と情報
の収集。 

[1-3] 課外活動の活性化を通じて健全な心身の育成を促す。 
１）課外活動の活性化を目指し、有効な経済的支援策の充実と

効果的な指導体制を確立する 
２）体育会・文化会リーダーズ研修を通じて社会人としての自

覚を促し、クラブのリーダーとして適格な判断ができる人

 [1-1] 
①奨学金・奨励金の支給状況。 
②奨学金・奨励金受給者の成績状況。 
③奨学金ガイド・ガイダンスによる奨学金制度の内容の理解

(申請内容 継続条件）。 
④奨学金ガイダンスの実施と成績不振者への個別指導の実施
と、それによる成績の変化・推移。 

⑤奨学生の修学指導についての教務課および担任教員との関
係作り（個人情報取扱のルール化）。 

[1-2] 
①保健センター利用実績。 
②広報およびキャンペーン等活動実績。 
③学生相談室運営委員会の実施と相談室利用実績。 
④関係研修会等への参加実績。 
⑤ガイダンス実績。 
⑥関係研修会等への参加実績。 
[1-3] 
①課外活動への旅費、強化費の援助状況と活動実績の比較 
②課外活動奨励金制度の支給状況と活動実績の比較 
③顧問監督の配置、援助体制と施設設備の充実状況と活動実
績の比較 

④リーダーズ研修の実施内容  
⑤課外活動参加学生へのガイダンス状況  
⑥課外活動実績報告  
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材の育成を行う。 
３）学生が安心して課外活動(届出のある非公認団体含む)に参加

できるために、各部署(キャリア支援課・教務課・入試課・
コラボレーションセンター)と連携しサポート体制の充実
を図る。 

⑦活動状況の可視化(デジタルサイネージやコラボレーショ
ンセンターの活用) 

2015
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 
１）関係 
・経済援助奨学金を含む奨学金ガイダ

ンスの実施と制度の広報を行う。 
・受給希望している学生の経済的状況

および修学状況の確認を行い、必要
に応じて現行の経済援助奨学金制
度の見直しを行う。 

２）関係 
・奨学金・奨励金受給学生の就学状況

を指導教員に提供し、日常的な指導
と修学指導体制を確立する。 

・入試部門との連携をとり、受験生を
増加させるよう広報および制度の
確認を行う。 

３）関係 
・奨学生としての自覚を持たせるよう

ガイダンスでの徹底。 
・成績不振者への指導教員、教務課と

の連携による指導体制の強化。 
・奨学金受給者に対して年度初めおよ

び定期試験前に奨学金継続条件を
ポータルと掲示で確認し、奨学金廃
止者を減少させる。 

[1-1] 
１) 関係 
・経済援助奨学金含む奨学金ガイダンス

の定期採用説明会は例年通り４月に
実施。 

・日本学生支援機構が定めた家計基準及
び修学基準を基に選考する。その上で
奨学金予算を増額し続けることでは
なく、単なる経済的困窮者救済に止ま
らない奨学金として資格取得者奨学
金制度や成績優秀者奨学金制度を拡
充。頑張り続ける学生を支援する。 

2）関係 
 前期の成績が確定する 10 月に、成績
優秀者奨学金受給者及び課外活動特
待奨励生の成績一覧を学生委員会及
び教授会に回収資料で報告し、成績不
振者はゼミまたはクラス担任より修
学指導を行った。その修学指導後の成
果報告を統計としてデータ化はして
いないため、効果測定を分析するまで
には至っていない。 

3）関係 
 奨学金継続者のガイダンスは、欠席者
含め 6 回の全体説明会を実施。さらに
欠席者は情報ポータルで個別連絡の
上説明会を実施。上記とは別に学生支
援課では日本学生支援機構の基準で
ある『激励対象者』には、情報ポータ
ルで修学意欲を促し、『警告対象者』
は、直接呼出しをして個別に修学指導
を行なっている。しかし、その後の学
籍異動率や学業回復状況をデータ化
していないため、効果測定を分析する
までには至っていない。 

[1-1] 
1） 関係 
・経済援助奨学金 

2015 年度執行額 35,632 千円 
(前年比△6,558 千円) 

2014 年度執行額 42,190 千円 
・経済援助奨学金対象者 

2015 年度 144 名 
(前年比△17 名) 

2014 年度 161 名 
・成績優秀者奨学金 

2015 年度執行額 16,020 千円 
        (前年比 8,320 千円) 
   2014 年度執行額  7,700 千円 
・成績優秀者奨学金対象者 

2015 年度 35 名 
           (前年比 13名) 
          2014 年度 22 名 
・資格取得者奨学金 

2015 年度執行額 3,984 千円 
・課外活動特待奨励金 

2015 年度執行額 15,336 千円 
        (前年比 11,888 千円) 

2014 年度執行額 3,448 千円 
3）関係 
 ・激励対象者  2015 年度  75 名 

（前年比 3 名） 
          2014年度  72名 
 ・警告対象者 2015 年度    12 名 

（前年比 5 名） 
        2014 年度      7 名 

[1-2] 
１）関係 
・定期健康診断の結果を参考にして、
必要に応じ日常的な健康指導を行
う。 

・受動喫煙、アルコール問題について
啓蒙活動を行いその被害を最小限
にとどめる、また、感染症対策を行
い被害及びその拡散を防ぐ。 

・ネット依存、ギャンブル依存の問題
について啓蒙活動を行いその被害
を最小限にとどめる。 

２）関係 
・学生相談室運営会議の実施と、関係

部署(教務課・アクセシビリィティ
推進委員会)間の連携を維持・拡大
する。 

・関係する研修会や学会へ出席し、情
報収集を行う。 

３）関係 
・危険ドラッグ・カルト・悪徳商法・
サイバー犯罪など、学生が巻き込ま
れることがないように、警察および
関係する諸団体と連携し、ガイダン
ス等の啓蒙活動を含めて対策を講
じる。 

・関係する研修会や学会への出席し、
情報収集を行う。 

・学生対応危機管理マニュアルの作
成。(学生の危険への対応、学生に
よる危機への対応 危機管理体制、
規定等の整備) 

[1-2] 
１）関係 
・定期健康診断については、『学校保健
安全法』に基づいて学生の健康管理及
び維持を目的に、例年通り実施した。
また、異常が見つかった学生には再検
査を受診させ報告を受けるようにし、
場合によっては本学の産業医の受診や
アドバイスを受ける。 

・受動喫煙、アルコール問題、ネット・
ギャンブル依存については特段報告
すべき問題は起きていない。 

２）関係 
・学生相談室運営会議は前期及び後期に

計２回実施。７月には事務局改編に伴
い、アクセシビリティ委員会は旧教務
課より学生支援課に業務が移管され
た。 

３）関係 
・危険ドラッグ・カルトなどについては、 
マルチ商法まがいの集会や説明会への
勧誘報告・相談が数件あった。寄付と
称して出資金を集め、儲かるような甘
い誘いには乗らないように、ガイダン
スでは口頭での注意喚起に加え、キャ
ンパスガイドにも記載し注意を促す掲
示も強化した。 

・学生対応危機管理マニュアルを新規で 
作成するには至らなかった。 

[1-2] 
１） 関係 
 ・保健センター利用者数 

2015 年度 929 名 
(前年比△101 名) 

         2014年度1,030名 
２） 関係 
 ・学生相談室利用件数 

2015 年度 388 件 
(前年比△87 件） 

2014 年度 475 件 
 
 
 
 
 

[1-3] [1-3] [1-3] 
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１）関係 
・旅費遠征費、施設借用補助を継続し

て援助し、学生の活動を支援する。 
・文科系サークルの活性化を目指し、
ステップアッププロジェクト援助
金補助を継続する。 

・特別強化クラブ(陸上・カーリング・
ソフトテニス・弓道・硬式野球)の
強化支援(2 年目)を実施し、合わせ
てその成果を確認する。 

・顧問、監督、コーチの体制および費
用の検討を行い、より課外活動の活
性化に繋がる支援策を講じる。 

２）関係 
・リーダーズ研修会を継続して実施
し、団体をリードする人材の育成を
目指す。 

・学生自治会、関係諸団体、体育会、
文化会と定期的に協議会を開催し、
課題等を把握しつつ対応を講じる。 

・救命および AED 講習会の実施とス
ポーツ安全保険の加入を促進し、安
全な課外活動を推進するための基
盤を維持する。 

３）関係 
・課外活動へ参加している学生のため

に就職ガイダンスを実施し、進路支
援を行う (キャリア支援課との協
働)。 

・修学状況等を教務課と連携し、円滑
に課外活動を行えるように支援す
る。 

・課外活動へ参加する学生の増加を目
的として、入試広報・コラボレーシ
ョンセンターとの協働・デジタルサ
イネージの活用を具体化する。 

１）関係 
・旅費遠征費や施設借用補助を継続して 
援助した。特に本学に活動施設がない
カーリング・ゴルフ・ボクシングなど
のクラブを中心に施設借用費用の補
助をおこなった。 

・文化系サークルの活動を促進するた
め、写真部と吹奏楽部に対して申請に
基づき援助金を支給した。 

・特別強化クラブの５種目について継続
的に援助し、各種大会で活躍した。な
お、3 年目となる来年度で種目の選考
をする。 

・顧問、監督･コーチの体制及び費用に
ついては、顧問が不在なクラブも散見
されること、技術的指導者がいないク
ラブもあることから、依然として十分
な体制とはいい難い。 

３） 関係 
・リーダーズ研修会は例年通り３月に実

施。継続的な人材の育成をしている。 
・学生自治会を始めとする諸団体とはそ

の都度協議会を実施しているが、定例
化までには至らなかった。 

・救命講習会は 1 月に実施。講習会未受
講の体育系クラブに所属している
1・2 年生を中心に 14 名が出席した。 

４） 関係 
・2月2日にキャリア支援課との協働で、

『体育会系クラブに所属している学
生向け就職ガイダンス』を実施。1 年
生から 3 年生までの体育会系クラブ
に所属している 156 名が出席して実
施された。 

・クラブの顧問には、前期及び後期終了
時に成績通知書を渡し、修学指導をし
てもらっているが、その成果報告を統
計データとしては持っておらず、測定
効果には至っていない。 

・大会活動届けと活動報告書を各クラブ
より提出させている。その中から、大
会の予定や顕著な活躍結果をホーム
ページやサイネージに情報をアップ
している。 

１） 関係（人数は 3／31 現在） 
・体育会所属 2015 年度人数 570 名 

(前年比 28 名) 
       2014 年度人数 542 名 
・文化会所属 2015 年度人数 693 名 

(前年比△139 名) 
      2014 年度人数 832 名 
・体育系特別強化クラブ人数 145 名 
 
・課外活動遠征旅費 

2015 年度執行額 9,131 千円 
（前年比 △1,265 千円） 

    2014 年度執行額 10,396 千円 
 
・世界大会 

2015 年度出場クラブ 2 団体 
   【カーリング・ソフトテニス】               

2014 年度出場クラブ 2 団体 
【同 上】 

・全国大会 
2015 年度出場クラブ 
 8 団体・22 大会【ｿﾌﾄﾃﾆｽ・弓道・

合気道・ｺﾞﾙﾌ・ﾌｯﾄｻﾙ・少林寺・陸上(駅
伝)・ｶーﾘﾝｸﾞ・ﾎﾞｸｼﾝｸﾞ】 
・全国大会 

2014 年度出場クラブ 
 9 団体・30 大会【ｿﾌﾄﾃﾆｽ・弓道・

合気道・ｺﾞﾙﾌ・ﾌｯﾄｻﾙ・少林寺・陸上(駅
伝)・ｶーﾘﾝｸﾞ・ﾎﾞｸｼﾝｸﾞ・硬式ﾃﾆｽ】 
 
２）関係 
・リーダーズ研修会出席状況 
  2015 年度   47 団体 

 
・ＡＥＤ講習会開催 

2015 年度 1 月実施 14 名 
(前年比△10 名） 

2014 年度 3 月実施 24 名 
 
３）関係 
・体育会系クラブ学生就職ガイダンス 
  2015 年度２月実施 156 名 

（前年比 101 名） 
  2014 年度 3 月実施 55 名 

2016
年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年次計画内容 
【1-1】 
1) 
・日本学生支援機構奨学金、経済援助奨学金を新入生並びに在学ガイダンスにおいて周知し、説明会を開催する。 
・奨学金を年度当初申込みした学生のうち、家計及び成績基準を満たしているにも関わらず、人数枠の関係で不採用と
なった学生数の推移を把握して、奨学金制度の有効性を検討する。 

2) 
・成績優秀者奨学金は、対象者の GPAを年度ごとに比較してその有効性を検討する。 
・資格取得者奨学金は、新入生と在学生の対象人数を記録していくと共に、取得した資格の種類を分類して、今後の対
象資格を検討する。 

・課外活動特待奨学生は、クラブ別の人数を比較し、4 年間免除が継続されるかどうか検討する。 
3)奨学金の廃止対象者の推移を把握し、分析すると共に教育支援課との連携を図り、成績不振者への修学指導を引続き
行なう。 

【1-2】  
1)  
・学校保健安全法に基づき定期健康診断を実施する。また、感染症防止を啓蒙する活動をアピールする。 
・受動喫煙の被害を最小限にとどめる対応を取る。 
・ブラックバイト問題を調査し、防止のための啓蒙活動を行う。 
・カルトの勧誘やＳＮＳを介した違法性の高いネットビジネス勧誘による被害及び、ネット依存、ギャンブル依存につ
いて、ガイダンスで注意を促がすと共に学内掲示による注意喚起を行なう。 

・自然災害等の緊急時対応として、他部署と協力してガイドラインを作成し、大教室を中心に教室内にマニュアルを常
備するよう働きかける。 

2)学生相談室利用状況の報告会を年 2回開催する。相談内容の実態を情報共有するとともに、アクセシビリティ推進委
員会との連携のもと、支援が必要な学生に支援を継続して行なう。 

3) 
・学生の事件や事故を未然に防ぐよう啓発を行なう。 
 アルコールハラスメント、違法・脱法ドラッグについてガイダンスを実施する。 
・Ｆ館部室の盗難事件を受けて、より有効な防犯対策を施すと同時に、学生側と協議しながら適切な管理のあり方を目
指す。 

【1-3】  
1)遠征旅費、施設借用補助は継続して補助する。課外活動の学生を支援する。文化系サークルの活性化のため、ステッ
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プアッププロジェクトの援助を継続する。 
 
・特別強化クラブ 5 種目(硬式野球・陸上競技・ソフトテニス・弓道・カーリング)について、強化指定 3年目となるの
で、大会成績・部員数などを指標として効果測定を行い、種目の見直しを行なう際の情報を積み上げる。 

・リーダーズ研修会を年 1回開催し、各団体をリードする人材育成を図る。 
・クラブの顧問・監督等の指導者が不在のところには積極的に人材を確保する協力を行なう。 
・ＡＥＤ講習会を年 2回開催し、安全な課外活動の推進基盤を維持する。 
3) 
・就職活動期間と大会日程の重なりから就職活動の遅れが懸念される体育会系の学生に、キャリア支援課の協力を得て
就職説明会を実施する。 

・広報入試課と連携して、指定スポーツ推薦の競技歴判定委員会の開催回数を増やし、本学を志望する高校生に適宜接
触することで出願を促がす。 

・課外活動特待奨励生として入学した学生の学業成績及び課外活動状況を把握し、顧問と教育支援課との連携を通して
必要な助言を行なう。 

・課外活動の成果を高校生や保護者に対してオープンキャンパスでアピールする。コラボレーションセンターを利用し
た活動報告や展示会の機会を設ける。 

 
 
（３）就職委員会 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 低学年から社会に出て働く動機づけと、社会人として必要
な能力を修得するための教育、支援を検討し、社会人基礎力開
発と進路選択に関わる多様な授業とガイダンスを実施する。 

[1-2] 学生のためのキャリア支援に関する全学的組織体制を整
備し、教員、職員、キャリアアドバイザー、外部の支援機関の
連携による、多様な進路支援を組織的に行う。 

[1-3] 社会人として必要な課題解決力を修得するため、「読み、
書き、計算」能力、広義のコミュニケーション能力、考え行動
する力を強化し、「一般常識・社会常識」を身につけさせる教
育方策を検討し、実施する。 

[1-1,1-2 共通] 
①各種の就活支援行事、科目、ガイダンス等の参加実績 
②窓口相談実績 
③進路決定状況（業種別等を含む）と就職率（文部科学省基
準） 

[1-3,] 
①当該科目受講生の成績・進路決定状況を追跡調査する。 
②受講者・非受講者別の進路決定状況を比較して効果を測定
する。 

2015
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 
(1)1 年生から各学年に応じた社
会人基礎力の開発、職業観醸成
教育、就職活動指導を行う。 

2015年度より 1・2 年生向けの『職業と人
生Ⅰ・Ⅱ』は社会人基礎力の開発と職業観
の醸成へ教育内容を変更し、3年生向けの
『職業と人生Ⅲ～Ⅳ』は従来通りの就職活
動指導を中心に行う、棲み分けを行った。
また、本学学生の数的処理能力向上のため
に『キャリア数学 A・B』を 2015年度より
開講した。職業観の醸成や就職先選びの一
助とする目的の『企業の経営と仕事』は（一
社）北海道中小企業家同友会と本学同窓会
との連携により、引き続き開講した。キャ
リア支援科目の充実により、体系的教育体
制が実現しつつある。 

職業と人生Ⅰの履修者数は 403 名、職業
と人生Ⅱの履修者数は 381 名であった。
課題はコミュニケーションを苦手とする
学生向けのクラスを設置しているもの
の、通常クラスへ参加し、不適合を起こ
しているケースがあり、ガイダンス時の
履修指導を徹底することで解決を図る。3
年生向けの職業と人生Ⅲの履修率は
79.5%、出席率は 77.4%。職業と人生Ⅳ
の履修率は 72.0%、出席率は 76.7%。就
職活動の準備を行う学年なので、8 割を
目標としたいが、教員や公務員の志望が
多いといった各学科の固有の事情もあ
り、履修率と出席率は 8 割には到達して
いない。また、企業の経営と仕事の履修
者数は 116 名で、出席率は 70.9%。出席
率は 8 割を目指しているが、まだ不十分
と言わざるを得ない。 

(2)入学時から｢コンピテンシー
診断検査｣を実施して、自己理
解と大学生活への動機付けを
行い、職業観を醸成する。 

 

新入生向けのコンピテンシー診断と 2 年
生および 3 年生のコンピテンシー診断検
査結果を学内ネットワーク上で実施をす
る。その結果を教員が活用できるようにし
ている。 

新入生のコンピテンシー診断は 528 名の
在籍者数に対して未受検者数は 1 名と好
結果であった。2 年生のコンピテンシー
診断結果は対象者 606 名に対して受検者
数 321 名、受検率 53%、3 年生は対象者
737 名に対して受検者数 558 名、受検率
75.7%にとどまり、2014年度と比較して 7
～8%の減少になり、より多くの学生を受
検させることが課題である。また、その
結果を学生の進路指導へ有効に活かすこ
とが課題である。 

(3)3 年生のキャリア教育科目｢職
業と人生Ⅲ(前期)・Ⅳ(後期)｣と
就職ガイダンスを連携して、就
職指導を強化する。 

職業と人生Ⅲ・Ⅳは 3 クラス体制で開講
し、各クラスの履修者を 150 名前後になる
よう調整した。3クラスは女性の平野講師
が担当するクラスには人間科学科、臨床心
理学科、こども発達学科の学生が、廣崎講
師が担当するクラスには経済学科、法律学
科、社会情報学科の学生が、山崎講師のク
ラスには会計ファイナンス学科、経営学
科、英語英米文学科の学生が履修できる。
内容に関してはその時の状況に応じ修正
を図り、3クラスでの講義に関して標準的
内容を定めて実施した。 

新年度ガイダンスなどで履修指導を行っ
た結果、『職業と人生Ⅲ』が履修者 570名、
履修率 79.5％（1.8％減）、『職業と人生
Ⅳ』が履修者 529名、履修率 72.0％（4.6％
減）と一昨年度並みへ逆戻りした。また
出席率(平均)についても、『職業と人生
Ⅲ』が 0.8％減、『職業と人生Ⅳ』が 0.7％
増とまちまちの結果になった。時間割の
関係からこのような状況になったと考え
られ、本学の就職内定率の下支えをして
いる科目ゆえに、今後も引き続き全学教
務委員会へ木曜日 3 時間目の科目配置に
配慮を求め依頼する必要がある。また、3
クラスでの講義に関して標準的内容を定
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め、実施しているが、その内容に合わな
い学生からの意見も見られる。こうした
各学科における固有の学生のニーズを勘
案し、法律学科で実施しているように各
学科で独自の就活支援科目を設置する解
決策もあり得る。 

(4)同窓生と連携した｢OB・OG 懇
談会｣、内定者(4 年生)による
｢内定者体験報告会｣を開催し
て 3 年生へ就職活動を意識付
ける。 

職業と人生Ⅳの中で、2015 年 11 月 19 日
に｢OB・OG 懇談会｣を実施した。「OB・
OG トークセッション」は就職活動開始直
前の 2016 年 2 月 15 日、16 日、19 日に実
施した。 

『職業と人生Ⅳ』では、担当教員、就職
委員の協力を得て『ＯＢ・ＯＧ懇談会』(出
席者 399 名、出席率 75.4％：3.5％増)、
就職委員の発案による今年度からの新し
い試み『ＯＢ・ＯＧトークセッション』
を 6 回実施し、職業観醸成と職業選択へ
の意識付けを図った。各回の定員が 20
名、延べ 120 名の定員に対して出席者は
延べ 82 名と 2/3にとどまり、より多くの
3 年生が参加するよう、指導することが
課題である。 

(5)内定者(4 年生)の協力を得て、
3 年生への就職支援を推進す 
る。 

４年生の内定者による『Ｓ＆Ｓ（就活支援
ボランティア）』の協力を得て、３年生に
対する就職支援を 11月から行った。 

今年度は 9 日間で延べ 100 名の学生が利
用し、昨年度より 79 名減となり、2013
年度の水準に戻った。これは企業の採用
活動時期が後ろ倒しされ、採用内定時期
が遅くなったことで、Ｓ＆Ｓの活動日数
が 14日から 9日へ減少したことに帰因す
る。2016年度は採用活動開始時期が 2ヶ
月前倒しになるため、状況は改善すると
予想される。 

(6)情報ポータルの就職支援情報
を充実して、情報ポータルを活
用した就職支援を強化する。 

『企業・求人情報』の提供をはじめ『入社
試験内容報告集』、『就職活動Ｑ＆Ａ』、『業
界研究レポート』、『公務員採用情報（試験
案内・試験内容報告書・公務員ガイドブッ
ク）』などの情報を更新し、就職情報の充
実を図った。また既卒者も卒業後 1 年間の
期間限定ながら、情報ポータルから求人を
閲覧可能にした（希望者のみ）。 

情報ポータルからの求人情報に加え、就
職情報会社や各企業からの情報も膨大に
送られるため、学生の中には大学からの
情報提供をキャッチしなくなる学生も出
てきている。メール等を通じた情報提供
だけではなく、教職員からの直接的情報
提供など、情報チャネルの多様化を図る
必要がある。 

(7)学内合同企業説明会(4 年生:6 
月～1 月、3 年生:3 月)、学内採
用説明会を開催して、就職支援
を強化する。 

企業の採用活動と学生の就活の状況変化
を踏まえて４年生を対象に『学内合同企業
説明会』を 2015年 6 月と 9月に開催した。
企業の採用活動スケジュールの変更が混
乱を招き、結果として参加学生数が低迷し
た。その対応として学内単独企業説明会を
積極的に開催した。また、3 年生(2017 年
卒者)を対象に 2016 年 3 月 1 日～24 日ま
での計 8 日間『学内合同企業説明会（参加
企業 277 社）』を開催した。 

6月は参加企業 20社、参加学生の実人数
は 90名、1社あたりの平均参加学生数は
11名であった。9 月は参加企業 18 社、参
加学生数の実人数は 65名、1 社あたりの
平均参加学生数は 9 名であった。学内単
独企業説明会への参加企業数 70社、参加
学生数は延べ 100 名となった。2016 年 3
月の学内合同企業説明会への参加企業数
は 275社、参加学生数は延べ人数で 4,607
名、1社あたりの平均参加学生数は 17 名
であった。学生が企業と接触する経路は
多様であるため、学内における企業説明
会から内定につながった人数を把握する
のは難しいが、参加した学生は参加し易
さへ、説明会を行った企業は学生との密
度の濃いコミュニケーションへ、評価を
もらっている。 

(8)人事採用担当者等による｢業
界・企業研究会｣等を開催して、
学生への情報提供を強化する。 

 
 
 
 

人事採用担当者と本学ＯＢによる『業界研
究会(LIVE VOICE)』を 2016 年 2 月 9 日と
10 日に開催した。また、酪農学園大学、
北翔大学、北星学園大学と連携して模擬グ
ループディスカッションを 2月 17日と 18
日、模擬集団面接を 2月 22日と 23 日、本
学単独で模擬個人面接を 2月 24日と 25日
に行った。 

業界研究会(LIVE VOICE)への参加企業は
16社であったが、参加学生数は 123名（対
前年度 87名減）にとどまった。模擬グル
ープディスカッションへ参加した本学学
生は 17 日が 56 名、18 日が 25 名で、定
員より 3 名多かった。模擬集団面接へ参
加した本学学生は 22日が 55 名、23日が
56 名で、定員より 39 名の大幅超過であ
った。模擬個人面接へ参加した本学学生
は 24 日が 38 名、25 日が 40 名と、定員
より 6 名少なかった。グループディスカ
ッションや集団面接において本学学生は
議論に十分加われないことも多いとされ
るため、今後もこうした機会をより多く
作る必要がある。 

(9)インターンシップを経験する
学生を増やし、進路を考えても
らい、就職へ動機付ける。 

 キャリア支援課がマッチングするイン
ターンシップの受け入れ先は 168 件とな
り、大学の夏休み期間を中心に学生がイン
ターンシップ派遣先へ派遣された。会計フ
ァイナンス学科は 25名、経営学科は 13名、
こども発達学科は 6 名、人間科学科は 17
名、経済学科は 44 名、法律学科は 29 名、
英語英米文学科は 14 名、臨床心理学科は
18 名、社会情報学科は 2 名の派遣が決定

インターンシップへ参加した学生の実数
は 155 名、延べ人数は 168 名となり、前
年度と比較して延べ人数で 48 名の増加
となった。インターンシップ派遣で 4 件
の問題が発生し、いずれもキャリア支援
課職員と就職委員が解決に当たったが、1
件は受け入れ先を原因とする問題であっ
た。また、インターンシップでの気づき
を確認するため、11 月～12月にインター
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した(いづれも延べ人数)。派遣先の人数は
営利企業が 125 名、行政機関が 29 名、社
会福祉法人が 8 名、医療法人が 1 名、NPO
法人が 5 名であった。各学科の取り組みは
以下になる。 
 経営学科、会計ファイナンス学科では、
専門科目「インターンシップ」を有するが、
経営学科は科目履修者 0 名だったことか
らインターンシップの参加者は少なかっ
た。会計ファイナンス学科は「インターン
シップ」履修者に対して、企業研修や就職
活動支援を行った。 
 経済学科では、6月に 3年生全員を集め、
「インターンシップ説明会」（90分）を開
催し、インターンシップの意義、ユニーク
な取り組み事例の紹介、ネットを通じた申
し込み方法をレクチャーした。 
 法律学科では、2、3 年生に対し、イン
ターンシップの意義等につきポータルを
通じて一斉連絡・参加の呼びかけ、教授会
等で各ゼミ担任に対してインターンシッ
プ参加への誘導の依頼を行った。近年、行
政機関のインターンシップを開拓し、行政
機関へのインターンシップ希望者が増え
ていることから、公務員志望者に対して議
員インターンシップを推進する NPO 法人
ドットジェイピーを通じた「議員インター
ンシップ」参加の呼びかけ、参加学生から
の報告等を行い、結果として学生が行政機
関等、民間企業へのインターンシップのハ
ードルが下がった。 
 英語英米文学科では、キャリア支援課の
担当職員と就職委員の教員が連携し、イン
ターンシップに関する指導を通じて、多く
の学生に就職へ向けた意識付け・動機付け
を行った。 
 臨床心理学科では、1月にキャリア支援
課および就職委員担当教員とで 3 年生対
象専門ゼミを全て訪問し、１０分程度で、
インターンシップの重要性や、次年度就職
活動の動向、メンタルヘルスの保ち方など
を、少人数、また距離的にも近い中で伝え
た。 
 こども発達学科では、教育及び保育実習
の体験や小学校・福祉施設での各種ボラン
ティアへの積極的な参加を呼びかけ、進路
選択の意識付けを図った。また学内企画の
インターンシップには 3年生 5名、2年生
1名が参加した。 
 社会情報学科ではキャリア支援課担当
職員と協力して、情報ポータル等を介して
就業体験機会を目的にインターンシップ
実施企業の紹介等を行った。 

ンシップ報告会を開催し、144 名の学生
がインターンシップでの気づきや成長を
報告した。課題としてはインターンシッ
プを希望する学生とインターンシップ先
のマッチングが困難になっていることが
ある。また、今後、インターンシップへ
の参加者を増やすためには、各学科での
インターンシップ紹介とそこでの学びを
共有する機会を作ることが望ましい。 

(10)｢模擬試験(SPI2 等)｣を実施
して、筆記試験対策の強化を
図る。 

2016年 2月 10日に SPI模擬試験を実施し
た。 

SPI 模擬試験(定員 200 名)に 136 名が受
験し、3 年生対象者の 19.6%が受験した。
SPI 模擬試験に関して、本学学生は言語
問題の点数は比較的良いが、非言語問題
の点数が低い課題を有している。SPI 試
験を足切りに使用する企業が増えてお
り、非言語問題への対策が必要である。 

(11)各学部のニーズに合わせて
エクステンションセンターの
講座内容を企画、実施する。 

各学部の教学から出された意見を集約し、
エクステンションセンター講座の企画へ
反映した。 

2012年度の受講者数は 685名、2013 年度
は 733名、2014年度は 533名、2015年度
は 507 名と年々減少している。受講者の
減少により、開講できない講座が出てき
ている。そのため、各学部からの要望を
講座企画や維持に反映し、受講者を確保
することを行ったが、講座の収支の兼ね
合いもあって、全てを反映させるのは困
難である。 
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[1-2] 
(1)教員(就職委員・ゼミ)、キャリ
ア支援課職員、キャリアアドバ
イザー、教務課職員等と連携し
て、学生への就職指導(情報提
供、助言、履歴書添削、模擬面
接等)を強化する。 

 各学科の就職委員からの依頼を受け、学
生の就活支援につながる情報を提供し、ゼ
ミ担当教員、教務課および学生課職員等と
連携して学生の就職活動を支援した。 
 経営学科と会計ファイナンス学科では、
専門科目「キャリア・マーケティング」で
就活支援を行うと共に、学科担当のキャリ
ア支援課職員が教員に対して求人情報、就
活支援行事情報、就活支援講座や学内合同
企業説明会への学生の出席情報を提供し、
ゼミ担当教員を通しての指導を強化した。
またゼミによってはキャリア支援課職員
を招いてミニ就活説明会を開いたり、会計
ファイナンス学科では、キャリアアドバイ
ザーと連携して 1 年生向けの就職講座を
開催した。 
 経済学科では、1 月に，3 年生全員を集
め，「エントリーシートの書き方講習会」
（90分）を実施した。 
 法律学科では、キャリア支援課での個別
面談、就活イベント参加状況等の他、学部
で行う公務員希望のアンケート集計をま
とめ、学生の進路志望状況をデータで把握
するようにした。定期的にキャリア支援課
担当職員から就活と内定の情報を就職委
員に連絡してもらい、未内定学生につい
て、各ゼミ担任に連絡の上、状況を把握し
た。就職委員や学部の執行部を通じて、各
ゼミ担任に対し、履歴書添削や模擬面接の
実施、キャリア支援課やキャリアアドバイ
ザーへの誘導など、協力を仰ぐようにし
た。ゼミに参加せず、大学にも来ていない
学生や就活状況の不明な学生については、
呼出の上、就職委員と学部の執行部による
個別面談を実施した。未内定学生に対し
て、個別に進路志望情報を確認しながら、
学内求人情報を本人またはゼミ担任へ連
絡した。 
 人間科学科では、キャリア支援課職員、
教育支援課職員と連携し、個々の学生の就
職活動状況を収集。学科会議で適時、教員
間で共有しあい、個々の学生の情報を把握
して就職指導に活かした。 
 英語英米文学科では、各教職員およびキ
ャリアアドバイザーが連携し、学生への助
言や情報提供を行った。また、履歴書の添
削や模擬面接に関しては、就職委員の教員
とキャリア支援課の担当職員およびキャ
リアアドバイザーが積極的にサポートに
当たった。 
 臨床心理学科では、就職委員会での討議
やキャリア支援課職員との検討、学科会議
から、本学科キャリア教育には継ぎ目があ
ることが推察された。その現状に基づき、
1 年生全員が受ける後期必修授業と、3 年
生全員が受ける通年専門ゼミ後期におい
て、就職活動に必要な情報提供をおこなっ
た。 
 こども発達学科では、教員採用試験、公
務員対策などについて、外部機関との連携
も含め、就学状況を確認し、必要に応じて
学生個々人を支援した。また、キャリアア
ドバイザーと連携し、民間企業への就職希
望者を学科全体で把握するとともに、就職
対策講座の出席状況や就職の内定状況を
踏まえ、求人情報の提供や学内外の企業説
明会参加への働きかけを情報ポータルや
ゼミ活動などを通して積極的に行った。さ
らに 3 年次後期にゼミ担当教員が学生に
対し、就職に関する面談を実施し、個々の
データを学科全教員及び学科担当職員と
共有し就職指導に役立てた。キャリア支援
課では訪れた学生に対し、様々な就職・進
路相談や履歴書の添削相談を実施してい
るが、教員・民間企業・地方公務員など自

キャリア支援課窓口への相談学生数は
2,624名（前年度比 20％減）、キャリアア
ドバイザーへの相談学生数 500 名（前年
度比 28 名減）であった。キャリア支援課
窓口への相談学生数が減ったのは、企業
採用活動開始時期の後ろ倒しにより、5
月～7 月にかけての空白期間が生じたこ
とに加え、夏休みが学生の就職活動の中
心になり、夏休みに大学へ相談に来る学
生は少なく、結果として相談学生数が減
ったと考えられる。キャリアアドバイザ
ーへの相談学生数が減った理由は、予算
削減からキャリアアドバイザーの相談日
が減少したためで、一日当たりの相談人
数で見ると反対に 3.8 名から 5.4 名へ増
加している。 
近年、大学からの情報提供に対する学生
たちの反応も必ずしも良いとは言えず、
内定に至るまで長期になる学生も多い。
就活関連科目を含む、基礎学力向上、窓
口相談利用回数の増加、情報提供の在り
方等々、就職指導に向けた総合的な係わ
り方について再検討が必要と思われる。 
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分のキャリアについて低学年から深く考
えさせる工夫が必要であり、今後学科に関
わる教職員のより一層の連携を図りたい。 
 社会情報学科では、キャリア支援課学科
担当者と密な連携の下で、紙媒体、メール
等を介してキャリア支援関係科目や行事
イベントに関する学生の就学及び就活状
況を学部関係者に提供し、関係者全員で協
働して就活指導・支援を実施した。 

(2)｢職業と人生｣をはじめ各種就
職関連行事の出欠状況を就職
委員へ提供し、教員による就職
指導へ活用してもらう。 

 

『職業と人生Ⅲ・Ⅳ』履修者の個人別出席
状況をはじめ学内合同企業説明会の参加
予約状況や業界研究イベント等、各種就職
イベントの参加状況等について各学部教
員へ提供し、キャリア支援課と就職委員を
中心とする学生への就職指導につなげた。 

[1-2](1)の各学部学科別の計画実施状況
を参照。 

(3)「道外企業採用試験受験旅費
支援制度」による道外企業受験
者（公務員・教員含む）の旅費
負担を軽減して、就職支援の強
化を図る。 

延べ 66 名（昨年度 69名）が『道外企業採
用試験受験旅費支援制度』を利用し、道外
企業、道外公務員試験を受験した。 

道外企業への内定者 8 名(2 名減)、公務
員 0 名(2 名減)、教員試験 0 名(4 名減)
という結果となった。 

(4)｢就活支援プラザ(社会連携セ
ンター2 階)｣を活用した就職支
援を強化する。 

社会連携センター開館日に就活支援プラ
ザを開室した。利用者が少なかった前年度
の状況から、本キャンパスでの支援に集中
させるため、5 月にはハローワーク相談員
を配置した。 

学外企業説明会が 3 月～5 月にかけて開
催されたため、学生の延べ利用者数が 4
名と少なかった。残念ながら社会連携セ
ンターへサテライト拠点を維持するため
の学生ニーズは小さいと考えられる。 

(5) 学内外諸機関と連携し、障が
いを抱えた学生へのより有効
な就職活動指導等を検討し、実
施する。 

障がいのある学生に対する進路・就職支援
のため、アクセシビリティ推進委員会との
共同主催による「進路セミナー」を 10 月
3日に開催した。さらに、サーナワークス
研究所の協力のもと、障がい学生のための
「キャリアガイダンス」を 1 月 14 日に開
催し、9名が参加した。また、石狩障がい
者就業・生活支援センターのいけると業務
提携を結び、11 月より障がい学生が定期
的(隔週火曜日)にキャリア支援課におい
て相談をできる体制を整えた。 

障がいのある学生に対する「進路セミナ
ー」には 6 名の学生が参加した。障がい
学生のための「キャリアガイダンス」に
は 9 名の学生が参加した。また、石狩障
がい者就業・生活支援センターのいける
の相談窓口(キャリア支援課内)には 8 日
間で延べ 14名の学生が相談利用した。課
題として障がい学生が増加しているもの
の、キャリア支援課の常勤職員に障がい
学生支援の専門家がいないことであり、
今後も障がい学生が増加するのであれば
障がい学生支援の専門知識を持つ職員の
配置が必要になる。 

(6)就職委員およびキャリア支援
課職員が企業等へ訪問し、企
業、福祉施設、病院等の採用動
向等の情報の収集、求人開拓を
推進して、求人情報の収集を図
る。 

就職部長とキャリア支援課長が中心にな
って、10 月から 2 月にかけて道内の企業
等へ訪問を行った。その内容を本学の教職
員と学生へ公開している。 

北海道内(札幌市内含む)および首都圏を
中心に企業訪問（39 社）を行い、求人開
拓や採用情報の収集等を行った。課題と
しては本学へ求人票を送っている 1000
以上の事業所に対して企業訪問数が十分
でないことである。 

(7)エクステンションセンターと
連携して、卒業後の進路・職業
を見据えた資格取得と学習を
動機付ける。 

就職ガイダンスやエクステンションセン
ターガイダンスなどで公務員・金融・不動
産・旅行・ＩＴ業界などの志望者に対して、
各種講座の受講と資格取得を推奨した。 

受講者数は 507 名（対前年度 26名減）と
なった。今後は、エクステンションセン
ター講座を受講した学生の就職状況につ
いても調査していきたいと考える。 

(8)北海道地域インターンシップ
推進協議会等の外部機関との
連携と大学独自の努力により
インターンシップ受入先の開
拓を推進して、常時支援・対応
できるインターンシップ体制
を推進する。 

前年度に引き続き、「北海道地域インター
ンシップ推進協議会（以下、「協議会」）」
に加盟して、加盟大学と連携してインター
ンシップの推進を図った。協議会に加え、
札幌商工会議所からの受け入れ先企業の
紹介を受けた。増加するインターンシップ
希望学生へ対応するため、2013 年度から
HBNへインターンシップ業務の一部委託を
行い、今年度は補正予算 50 万円を組んで
派遣先の確保に努めた。 

派遣先 168 件の獲得ルートは北海道イン
ターンシップ推進協議会経由が 62 件、
HBN経由が 81件、札幌商工会議所経由が
9件、本学独自開拓が 16件である。課題
はインターンシップの受け入れ先の量的
確保と、インターンシップ先における教
育の質の確保である。 

(9)保護者向け｢就職活動勉強会｣
を開催して保護者へ就職情報
を提供し、学生の就職活動支援
へ協力していただく。 

保護者を対象とした就職活動勉強会（10
月 31 日）を開催し、本学キャリアアドバ
イザーの廣崎先生の講演、4 年生内定者に
よるパネルディスカッション等を通じて、
学生の就職活動の現状と保護者に求める
支援、また大学生の就職環境や本学の就職
支援体制について情報提供を行った。 

50 名程度の保護者が参加した。参加した
保護者のアンケートを見る限りでは、本
事業の内容は参考になる、と結果が得ら
れた。特にパネルディスカッションに参
加してくれた 4 年生が保護者への要望へ
関心を持たれたようである。課題として
は参加する保護者を増やしていくことで
ある。 

(10)全国私立大学就職指導研究
会北海道支部の｢北海道求人
票ナビ(Web 求人票作成送信
システム)｣に参加して、加盟
大学と連携した求人活動を推
進する。 

『全国私立大学就職指導研究会北海道支
部』の加盟大学（10 大学・4 短期大学部）
と連携し、『北海道求人票ナビ（Ｗｅｂ求
人票作成送信システム）』による共同求人
活動を行った。 

求人件数は 1,367 件と前年度に比べて
489 件減少した。求人数減少は企業の採
用活動スケジュールの変更と他媒体の利
用から首都圏企業からの求人が大きく減
少したことによる。一方で道内企業から
の求人は 710件（対前年度 20件増）であ
った。 
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(11)札幌学生職業センター、北海
道中小企業家同友会、ジョブ
カフェ北海道などの外部団体
と連携して、求人情報を収集
する。 

札幌新卒応援ハローワーク、ジョブカフェ
北海道、北海道中小企業家同友会などが公
開している求人情報を収集し、学生への求
人情報の提供を行った。しかし、学生の売
り手市場と言われる就職状況を背景に、前
年度と比べ外部団体と連携して求人情報
を積極的に収集しなくても良い状況であ
った。 

今後の景気動向を見極め、再び求人が減
少する時に備え、各機関との協力関係を
維持していく。 

(12)内定・求人・公務員合格状況
等を定期的に集計・分析して、
就職指導を充実する。 

 毎月末に内定・求人・公務員合格状況を
集計し、前年度との比較を中心に今年度の
特徴を分析した。その情報を各学科の要望
に基づいて提供した。また、道内他大学と
も情報交換を行い、就職状況の把握に努め
た。 
 経営学科と会計ファイナンス学科では、
毎月の教授会において内定状況、求人状
況、公務員・教員採用試験合格状況、その
他注意すべき点などをメールと口頭で報
告している。 
法律学科および経済学科では、キャリア

支援課での個別面談、就活イベント参加状
況等の他、学部で行う公務員希望のアンケ
ート集計をまとめ、学生の進路志望状況を
データで把握するようにした。定期的にキ
ャリア支援課担当職員から就活と内定の
情報を就職委員に連絡してもらい、未内定
学生について、各ゼミ担任に連絡の上、状
況を把握した。 
 人間科学科では、学科会議で就職活動状
況および全体の動向を報告し、ゼミごとの
就職指導に活かした。 
 英語英米文学科では、毎月の学科会議の
前にキャリア支援課の担当職員と就職委
員の教員の間でミーティングを行い、求
人・内定状況、公務員合格状況についての
確認を行った。さらに学科会議ではその情
報を全教員および教務課の担当職員で共
有し、ゼミ担任を中心とする指導体制を確
立した。 
 臨床心理学科では、学科会議で適宜情報
共有し、就職指導に活かした。 
 こども発達学科では、毎月の学科会議に
おいて、学科在籍の全学生の動向を共有し
ており、個々人の就職状況や指導内容に関
しても、ゼミ教員や授業担当教員などから
の情報提供がなされた。 
社会情報学科では、学科担当のキャリア

支援課職員と協力して、定期的に内定状況
や求人情報を紙媒体やメール等でゼミ担
当教員及び教務課担当者に周知すると共
に、教授会等での就活状況について意見交
換して、学科関係者全員できめ細かい就活
指導を実施した。 

本学の就職内定率（就職内定者／求職者）
は 92.2%になり、道内私大文系総合大学
の中では良好であった。同様に、実就職
率（就職内定者(家業含む)／(卒業者－進
学者）は 78.6%にとどまり、昨年の 72.8％
から 5.8％上回ったものの、中期目標にお
ける就職内定率 90％を超えたが、実就職
率 80%は未達となった。今後、就職内定
率は求人動向にかかわらず 9 割超を維持
できるように、学生の社会人基礎力向上
を図る。一方、留年者や就職を希望しな
い学生の増加が課題となり、実就職率の
向上(就職者数の増加)は厳しい。教学と連
携し、全学的に入口から出口までの教育
システムと教育方法を改善していく必要
がある。 

(13)大学院生への求人情報の提
供並びに就職支援を推進す
る。 

大学院・研究科と連携し大学院の就職希望
者に対して、個別の就職指導と求人情報の
提供を行ったが、学生からの相談は少なか
った。 

大学院修了者の就職内定率は 72.2%であ
った。大学院生のニーズは多様であり、
学部生のような就職活動指導は難しいよ
うである。 

(14)卒業者の就職情報を広報活
動へ活用していく。 

広報入試課で作成した『支援力レポート』
において、本学の就職内定率を公表し、学
生の就職活動支援をどのように行ってい
るかを受験者、保護者、高校へ就職活動支
援力の PRに努めた。 

各学部が社会で活躍する卒業生をパンフ
レットで紹介する、法学部が公務員試験
合格者を入試広報で PRする、など各学部
でも就職情報を積極的に活用する例も増
えている。 

[1-3] 
キャリア教育科目｢職業と人生Ⅰ
(1 年生後期)・Ⅱ(2 年生前期)｣、
｢キャリア数学 A・B｣および｢企
業の経営と仕事｣の履修を推進し
て、低学年からの職業観を醸成す
る。 

アクティブラーニングを基盤に多様な能
力を開発する『職業と人生Ⅰ』、『職業と
人生Ⅱ』を今年度から開講した。採用す
る企業等側のニーズと本学学生の数的処
理能力の低下に対処した『キャリア数学
A』と『キャリア数学 B』も今年度開講し
た。2014 年度から開講された、企業等の
経営者と社員から講義いただく『企業の
経営と仕事』も開講され、12 名の企業経
営者が講義を行った。 

2015 年度から開講された、『職業と人生
Ⅰ』は履修者数 403 名、『職業と人生Ⅱ』
は履修者 381名、『キャリア数学 A』は履
修者数 24 名、『キャリア数学 B』は履修
者 8 名、『企業の経営と仕事』は履修者
116名であった。『キャリア数学 A・B』と
『企業の経営と仕事』の履修者数が予想
以下であったため、今後、履修者の拡大
を目指してガイダンスでの指導を強化す
る。また、アクティブラーニングを基盤
にした『職業と人生Ⅰ・Ⅱ』に関して、
こうした授業方式に馴染めない学生が少
なからずおり、そうした学生向けのクラ
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スへの誘導を強化する。 

2016
年度 

年次計画内容 
[1-1] 
(1)1 年生から各学年に応じた社会人基礎力の開発、職業観醸成教育、就職活動指導を行う。 
(2)入学時から｢コンピテンシー診断検査｣を実施して、自己理解と大学生活への動機付けを行い、職業観を醸成する。 
(3)3 年生のキャリア教育科目｢職業と人生Ⅲ(前期)・Ⅳ(後期)｣と就職ガイダンスを連携して、就職指導を強化する。 
(4)同窓生と連携した｢OB・OG 懇談会｣、内定者(4 年生)による｢内定者体験報告会｣を開催して 3 年生へ就職活動を意識
付ける。 

(5)内定者(4 年生)の協力を得て、3 年生への就職支援を推進する。 
(6)情報ポータルの就職支援情報を充実して、情報ポータルを活用した就職支援を強化する。 
(7)学内合同企業説明会(4 年生:7 月～12 月、3 年生:3 月)、学内採用説明会を開催して、就職支援を強化する。 
(8)人事採用担当者等による｢業界・企業研究会｣等を早期から開催し、学生への就職観醸成と情報提供を強化する。 
(9)インターンシップを積極的に推進し、進路・就職への動機付けを図る。 
(10)｢模擬試験(SPI2 等)｣を実施して、筆記試験対策の強化を図る。 
(11)各学部のニーズに合わせてエクステンションセンターの講座内容を企画、実施する。 
[1-2] 
(1)教員(就職委員・ゼミ)、キャリア支援課職員、キャリアアドバイザー、教育支援課職員等と連携して、学生への就職
指導(情報提供、助言、履歴書添削、模擬面接等)を強化する。 

(2)｢職業と人生｣をはじめ各種就職関連行事の出欠状況を就職委員へ提供し、教員による就職指導へ活用してもらう。 
(3)｢道外企業採用試験受験旅費支援制度｣による道外企業受験者(公務員・教員含む)の旅費負担を軽減する。 
(4)企業によるインターンシップや学内での相談窓口の開設など学内外諸機関と連携し、障がいを抱えた学生へのより有
効な就職指導を検討し、実施する。 

(5)就職委員およびキャリア支援課職員が企業等へ訪問し、企業、福祉施設、病院等の採用動向等の情報収集、求人開拓
を推進して、求人情報の収集を図る。 

(6)エクステンションセンターと連携して、卒業後の進路・職業を見据えた資格取得と学習を動機付ける。 
(7)北海道地域インターンシップ推進協議会等の外部機関との連携と大学独自の努力によりインターンシップ受入先の
開拓を推進して、常時支援・対応できるインターンシップ体制を推進する。 

(8)保護者向け｢就職活動勉強会｣を開催して保護者へ就職情報を提供し、学生の就職活動支援へ協力していただく。 
(9)全国私立大学就職指導研究会北海道支部の｢北海道求人票ナビ(Web 求人票作成送信システム)｣に参加して、加盟大学

と連携した求人活動を推進する。 
(10)札幌学生職業センター、北海道中小企業家同友会、ジョブカフェ北海道などの外部団体と連携して、求人情報を収

集する。 
(11)内定・求人・公務員合格状況等を定期的に集計・分析して、就職指導を充実する。 
(12)大学院生への求人情報の提供並びに就職支援を推進する。 
(13)卒業者の就職情報を広報活動へ活用していく。 
[1-3] 
キャリア教育科目｢職業と人生Ⅰ(1 年生後期)・Ⅱ(2 年生前期)｣、｢キャリア数学 A・B｣および｢企業の経営と仕事｣の履
修を推進して、低学年からの職業観を醸成する。 

 
 
（４）アクセシビリティ推進委員会 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 障がいのある学生に対する修学支援、生活支援、進路支援の方
針を明示し、教職員並びに関係する学生等に周知する。 

[1-2] 障がいのある学生に対する修学支援措置の適切性を確保する。 
[1-3] 支援学生の確保及び養成を継続的に実施する。 
[1-4] 教職員に対する理解と啓蒙を図る。 
[1-5] 教職員の連携、学生相談室および自助グループの活用により、
心身の健康保持・増進および安全・衛生への配慮を行う。 

[1-6] キャリア支援課や外部の就労支援機関等と連携を図りながら、
障害のある学生の進路選択及びキャリア支援を適切に実施する。 

[1-1] 
①方針の策定 
[1-2] 
①パソコンテイク・ノートテイク・ポイントテイク実
施状況 
②通学移動支援実施状況 
[1-3] 
①支援学生登録者数 ②講習会実施状況 
③研修会参加状況 
[1-4] 
①配慮依頼文書 ②障がい学生支援パンフレット 
③FD 研究会実施状況 
[1-5] 
①学生相談室利用実績 ②保健センター利用実績 
③自助グループ参加状況 
[1-6] 
①セミナーの実施状況 ②各種ガイダンス等参加実績 
③窓口相談実績 ④進路決定状況（業種別等を含む） 

2015
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 
(1)障がいのある学生に対する修学支
援、生活支援、進路支援の方針及びそ
の周知方法について検討する。 また、
修学支援、生活支援、進路支援の現状
と課題について検討すると共に、対応
が必要な事項については関係する教
職員並びに学生等と情報を共有しな
がら適切に取り組む。 

[1-1] 
(1) アクセシビリティ推進委員会の
なかにワーキンググループを設置
し、「札幌学院大学障がい学生の受
入れ及び支援に関する基本方針」の
改定案の検討を行った。これに伴
い、「障がい学生支援会議規程」「ア
クセシビリティ推進委員会規程」の
見直しを検討した。 

  本学の障がい学生の就労支援体
制の向上のため、石狩障がい者就
業・生活支援センターとのキャリア
支援課との業務提携（障がい学生の

[1-1] 
資料：「札幌学院大学障がい学生の受入れ及び支

援に関する基本方針」 
資料：「障がい学生支援会議規程」 
資料：「アクセシビリティ推進委員

会規程」 
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就労支援に必要な情報、支援技術な
ど就労支援全般に関わるノウハウ
を伝達）締結に協力した。 

  また、１年生とはこの１年間を振
り返っての面談を実施し、改善等が
必要な事柄について確認を行った。 

[1-2] 
(1)障がいのある学生へのパソコンテイ
ク・ノートテイク・ポイントテイク及
び通学移動支援を適切に実施する。 

(2)日本学生支援機構の障害学生修学支
援ネットワークの拠点校としての役
割を果たす。 

(3)日本聴覚障害学生高等教育支援ネッ
トワーク（PEPNet-Japan）の連携大
学としての役割を果たす。 

[1-2] 
(1)障がいのある学生へのパソコンテ
イク・ノートテイク・ポイントテイ
ク及び通学移動支援を適切に実施
した。 

(2)同ネットワークの拠点校として各
大学からの相談に応じた。なお、
2015 年度の本学への相談件数は２
件あった。また、本学からは日本学
生支援機構障害学生支援委員会の
委員として、松川委員長（人文学部
人間科学科所属）を派遣している。 

(3)遠隔情報保障事業のモデル校
（H26-H27）として筑波技術大学と
の連携により遠隔情報保障の取組
を行った。また、本学からは日本聴
覚障害学生高等教育支援ネットワ
ーク運営委員会委員として新國委
員（人文学部こども発達学科所属）
を派遣している。 

 なお、今年度は 12 月 19 日～20 日
に福岡県で開催された「第 11 回日
本聴覚障害学生高等教育支援シン
ポジウム」に、学生２名を派遣し、
発表を行った。 

[1-2] 
①パソコンテイク・ノートテイク・ポイ
ントテイク実施状況 
②通学移動支援実施状況 
資料：「2015 年度 障がい学生支援

の状況について」 
 
 

[1-3] 
(1)支援学生が不足していることから、
バリアフリー委員会等の支援組織と
も協力しながら、支援者の確保及び養
成を行う。また、他大学との連携や学
外支援者の確保、遠隔情報保障など、
必要な方策について検討する。 

(2)支援者養成講習会等の内容を充実さ
せ、支援学生の意識向上とスキルアッ
プ等にも取り組む。 

[1-3] 
(1)「テイク講習会（前期・夏休み・
後期）」「ポイントテイク講習会（前
期・後期）」「冬道介助講習会」を開
催し、支援者養成に努めた。また、
筑波技術大学との連携により遠隔
情報保障の取組を行った。 

 学外の支援者の確保については、検
討を行い、次年度より、まずは卒業
生による支援の取組みを進める。 

 (2)情報保障におけるスキルアップ
と、支援学生・利用学生相互の交流
を目指し、タイピング速度を競うコ
ンテストなどの内容で「テイク研修
交流会」を実施した。 

  また、サポートセンターのマガジ
ンラックに手話に関する書籍の充
実を図った。 

[1-3] 
①支援学生登録者数  
②講習会実施状況 
③研修会参加状況 
資料：「2015 年度 障がい学生支援

の状況について」 
 

[1-4] 
(1)FD センターと連携を図りながら、障
がい学生に対する教職員の理解促進
と意識啓発に取り組む。 

[1-4] 
(1)担任教員を含めた入学前面談の実
施や、障がい学生が受講する講義の
担当教員への配慮依頼、前年度末に
発行した『障がい学生支援パンフレ
ット第１号 誰でもできる情報保
障のコツ～一歩進んだサポートを
するために～』の配布など、教職員
の理解促進を行った。 
なお、今年度は FD センターとの協
力による研修会などは開催していな
い。 

[1-4] 
①配慮依頼文書 
資料：「配慮依頼文書」 

②障がい学生支援パンフレット 
 資料：『障がい学生支援パンフレッ

ト第１号 誰でもできる情
報保障のコツ～一歩進んだ
サポートをするために～』 

③FD 研究会実施状況 
 ・今年度、FD センターとの共催に
よる研修会は無し 

[1-5] 
(1)学生相談室および教職員との連携を
図り、適切な支援を行う。 

(2)「静かな学習空間（C207）」の運営方
針、運営ルール、管理手順を定め、運
用を開始する。 

(3)車椅子などにより登下校時に重い荷
物が運べないなどの理由がある学生
に対し、「障がい学生支援用ロッカー」
の貸し出しを行い、学生の安全確保と
負担の軽減を図る。 

[1-5] 
(1)教育支援課や各学科教員と連携を
図り、支援を行った。  

(2)「静かな学習空間（C207）」の使用
許可のルール、使用にあたっての学
生への注意事項など、運営ルール、
管理手順を定め、運用を開始した。
なお、今年度の使用回数は 3 回（使
用学生数 3名）であった。 

(3)「障がい学生支援用ロッカー」の
貸し出しに伴う運用ルールおよび
「障がい学生支援用ロッカー使用
申請願」を作成し、運用を開始した。
なお、今年度の使用学生数は３名で

[1-5] 
①学生相談室利用実績  
②保健センター利用実績 
③自助グループ参加状況 
資料：「2015 年度 自助グループ

「雑談会」実施報告」 
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あった。 

[1-6] 
(1)障がいのある学生の就職や進路を支
援するためのセミナーを開催する。 

[1-6] 
(1)今年度は、卒業生４名を招いての
在学生との情報交換、就労支援をお
こなっている NPO 法人（NPO 法人
札幌チャレンジド）による講演など
を主な内容とした「障がいのある学
生のための進路セミナー」を 2015
年 10 月 3 日に開催した。また、キ
ャリア支援課による「障がい学生の
ためのキャリアガイダンス」（2016
年 1 月 14 日）の開催もあり、８名
の学生が参加した。 
なお、本学の障がい学生の就労支

援体制の向上のため、石狩障がい者
就業・生活支援センターとのキャリ
ア支援課との業務提携（障がい学生
の就労支援に必要な情報、支援技術
など就労支援全般に関わるノウハウ
を伝達）締結に協力した。 

[1-6] 
①セミナーの実施状況 
②各種ガイダンス等参加実績 
・「障がいのある学生のための進路

セミナー」（10/3） 
【参加者】 
・在学生 20 名 
・保護者 5 名  
・卒業生 1 名（講演者は除く） 
・教職員 13 名 
・「障がい学生のためのキャリアガ
イダンス」（1/14） 
【参加者】 

・在学生 8 名 
・教職員 5 名 

③窓口相談実績 
 資料：「のいける就職相談窓口面談
利用状況」 
④進路決定状況（業種別等を含む） 

2016
年度 

年次計画内容 
[1-1] 
(1) 「札幌学院大学障がい学生の受入れ及び支援に関する基本方針」の改定に伴い、学内外への周知について検討する。 
また、修学支援、生活支援、進路支援の現状と課題について検討すると共に、対応が必要な事項については関係する教
職員並びに学生等と情報を共有しながら適切に取り組む。 
[1-2] 
(1)障がいのある学生へのパソコンテイク・ノートテイク・ポイントテイク及び通学移動支援を適切に実施する。 
(2)日本学生支援機構の障害学生修学支援ネットワークの拠点校としての役割を果たす。 
(3)日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワーク（PEPNet-Japan）の連携大学としての役割を果たす。 
[1-3] 
(1)各種「説明会」と「テイク講習会（前期・夏休み・後期）」「ポイントテイク講習会（前期・後期）」「冬道介助講習
会」を開催し、支援者の確保及び養成を行う。 

(2)学外（卒業生・他大学・地域住民など）の支援者による協力のあり方、及び募集から養成までの方法など学外との
連携体制について検討する。 

(3)支援者養成講習会等の内容を充実させ、支援者の意識向上とスキルアップを図る。 
(4)支援学生・利用学生相互の交流を深める交流会の開催や手話環境の整備などに取り組み、学内のアクセシビリティ
の一層の向上に努める。 

[1-4] 
(1)FD センター等との連携を図りながら、障がい学生に対する教職員の理解促進と意識啓発に取り組む。 
(2)障がい学生支援に関する諸活動について、年報を発行し教職員への周知を図る。 
[1-5] 
(1)学生相談室および教職員との連携を図り、適切な支援を行う。 
(2)精神的な不安から、大学への登校が難しくなった学生やその保護者に対して、面談の実施などをとおして必要な支
援の把握を行う。 

(3)過去に不登校であったり、精神的な困難や不安を感じている学生や、発達障がいの疑いを感じている学生同士の助
け合いの場として、自助グループ「雑談会」を開催する。 

(4)車椅子などにより登下校時に重い荷物が運べないなどの理由がある学生に対し、「障がい学生支援用ロッカー」の貸
し出しを行い、学生の安全確保と負担の軽減を図る。また、精神的な不安を抱えた学生に対し、「静かな学習空間
（C207）」の使用を促し、学生の不安の軽減を図る。 

[1-6] 
(1)キャリア支援課と石狩障がい者就業・生活支援センターとの業務提携（障がい学生の就労支援に必要な情報、支援
技術など就労支援全般に関わるノウハウを伝達）による、本学の障がい学生の就労支援体制の向上を推進する。 

(2)障がいのある学生の就職や進路を支援するためのセミナーを開催する。 
(3)発達障がいのある学生の就職活動について、学外関係機関との連携を図る。 

 
 
（５）ハラスメント対策本部 

ハラスメント対策本部としての中期目標 中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
札幌学院大学にかかわりのあるすべての者
が、その人格や人権を尊重され、かつ豊かで
快適な環境のもとでの勉学・研究・課外活
動・就労が保障されるようハラスメントの防
止と対処に取り組む。 

ハラスメント防止教育を通してハラスメン
トのない環境が保障されるように取り組む
とともに、相談窓口の周知などを通して相談
しやすい環境を整える。また、ハラスメント
の相談があった場合には適切にその対処に
あたる。 

①ハラスメント防止教育の実施実績 
②相談（申し立て）件数 
③調査調停委員会が立ち上がった件
数 
④相談窓口を利用した学生へのアン
ケート調査 

2015
年度 
 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
（1）ハラスメント対策本部に関する
規程及びインテイカーに関する規程
に基づき、本部委員及びインテイカー
を選任し活動を行う。 
 
（2）ハラスメントを未然に防止する
ため講習会を開催し啓発活動を行う。 
 
 

（1）ハラスメント対策本部に関する規程及
びインテイカーに関する規程の選出基準に
基づきハラスメント対策本部委員及びイン
テイカーを選任し活動を行った。 
 
（2） 
・冊子『ハラスメント防止ガイドライン』を

作成し、講習会の実施およびガイダンスで
の説明を行った。 

①ハラスメント防止教育の実施実績 
・学生・・2 年生以上の学生には、新

年度ガイダンスで説明し、新入生に
ついては、ゼミ担任から『ハラスメ
ント防止ガイドライン』を配付し、
ゼミのなかで講習を行っていただ
くよう依頼した（内訳：4 学部 8 学
科 40 クラス、528 人）。 

・教職員・・専任教職員、非常勤教員・
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（3）相談者が安心してインテイカー
に相談できるようインテイカーにつ
いて周知する。 
 
 
 
 
 
 
 
（4）ハラスメントが発生した場合、
調査調停委員会を設置するなどして
迅速に対応する。 
 
（5）本部委員及びインテイカーの研
修を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（6）具体的事例への対応を蓄積する
ために、内容をある程度詳しく記載し
本部委員のみが閲覧できる年次報告
書とインターネットに公開する年次
報告書を作成する。 
 
（7）ホームページの更新を行う。 
 
 
（8）必要に応じて、教職員、学生に
対するハラスメントに関する周知、啓
発及び対処の方法について検討し、併
せて規程等の見直しを行う。 

・2015 年度ハラスメント防止講習会をＤＶ
Ｄに録画し、一定の部局の職員研修に供す
ることができるようにした。 

 
（3）冊子『ハラスメント防止ガイドライン』
の巻末にインテイカーの所属、内線電話、オ
フィスアワーの内容を記載した。インテイカ
ー専用メールアドレスについてはＱＲコー
ドを掲載し、より簡単にアクセスできるよう
にした。 
ホームページにはインテイカーの顔写真を
掲載し、安心して相談できるように工夫し
た。 
 
（4）相談のあった事案２件。事案内容から
ハラスメント対策本部の管轄にあると判断
した。 
 
（5） 
・2015 年 4 月 3 日にハラスメント対策本部
委員・インテイカー合同会議を開催し、イン
テイクの方法および対策本部への回付の仕
方について資料を配付して確認を行った。 
・2015 年８月 30 日椙山女学園大学(愛知県)
で開催された「キャンパス・セクシュアル・
ハラスメント全国ネットワーク第 21 回全国
集会 in 名古屋」に本部長が参加し、本部委
員に他大学の取組や現状を報告し、情報を共
有した。 
 
（6）具体的事例への対応を蓄積するために
内容をある程度詳しく記載し本部委員のみ
が閲覧できる事案報告書、およびインターネ
ットで公開する年次報告書を作成した。 
 
 
（7）ホームページに 2014年度の年次報告書
を掲載した。 
 
（8） 
・1 年生ゼミ担当教員 40 人に対して 2 月 19
日、ハラスメント防止教育に関するアンケー
ト調査を行い、13 人の回答を得た。(時期的
に遅かった為来年度は前期末くらいに実施) 
・規定の変更は必要がなかったので見直しを
行わなかった。 
・申合わせ事項として、同事案で複数の人数
から申立てを受けた場合、次のとおり取扱う
こととした。 
①原則的には個別でインテイクを行うが、
申立者の希望により複数でも対応する事。 
②個別に対応した場合インテイカーは同
じか、別については申立者に委ねる事。 

ＴＡのほか、パート・委託職員、大
学生協職員など本学に関わりのあ
る者に対して、『ハラスメント防止
ガイドライン』を配付し、ハラスメ
ント防止の取り組みについて周知
した。 
新規採用の専任教職員及びパー

ト・派遣・業務委託職員に対して、
ハラスメント対策本部長が講師とな
りハラスメント防止講習会を実施し
た（2015 年 4 月 30 日（木）13：
10-14：00 参加者数 17 人）。 

・人文学部講演会の全学部学生への周
知を実施・・2015 年 6 月 5 日「デ
ート DV ってなに?」というテーマ
で志堅原郁子氏を講師に招き人文
学部１年生を対象とした講演会に
ついて開催者の許可を得て全学部
学生に周知を行った。 

 
②相談（申し立て）件数 
 2 件(各２名からの申立て) 
※内１件については後日取下げとな
った。 
 
③調査調停委員会が立ち上がった件
数 
 事案内容から判断し２件の調査調停
委員会を立ち上げた。 
 
④相談窓口を利用した学生へのアン
ケート調査 
1 件は取下げのため実施せず、もう 1
件は次年度継続の事案であるため、事
案終了時に実施する予定。 

2016
年度 

年次計画内容 
（1）ハラスメント対策本部に関する規程及びインテイカーに関する規程に基づき、本部委員及びインテイカーを選任し活

動を行う。 
（2）ハラスメントを未然に防止するため講習会を開催し啓発活動を行う。 
（3）相談者が安心してインテイカーに相談できるようインテイカーについて周知する。 
（4）ハラスメントが発生した場合、調査調停委員会を設置するなどして迅速に対応する。 
（5）本部委員及びインテイカーの研修を行う。 
（6）具体的事例への対応を蓄積するために、内容をある程度詳しく記載し本部委員のみが閲覧できる年次報告書とインタ

ーネットに公開する年次報告書を作成する。 
（7）ホームページの更新を行う。 
（8）必要に応じて、教職員、学生に対するハラスメントに関する周知、啓発及び対処の方法について検討し、併せて規程

等の見直しを行う。 
 
 
（６）経営学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 修学、生活、進路の 3 つの支援方針を明示し、教職
員並びに学生等利害関係者に周知する。 

[1-2] 留年者および休・退学者の状況を把握し、適切に対
処することで年次的に低減させる。 

[1-3] 補習・補充教育に関する体制を整備し、修学支援を
実施する。 

[1-1]①方針の策定 
[1-2]①休退学除籍者数一覧 
[1-3] 
①学習支援室の利用実績 
②教養科目（基礎科目群）の成績伸張状況 
③学生満足度調査（アンケート） 
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[1-4] 障がいのある学生に対する修学支援措置の適切性
を確保する。 

[1-5] 奨学金等の経済的支援措置を適切に維持する。 
[1-6] 教職員の連携および学生相談室の活用により、心身
の健康保持・増進および安全・衛生への配慮を行う。 

[1-7] ハラスメント教育を実施し、相談窓口の周知を図る
とともに相談しやすい雰囲気づくりを行って、ハラスメ
ント対策を行う。 

[1-8] 進路選択に関わるガイダンスを実施し、低学年から
の職業観を醸成するために教育方法を検討・実施する。
経営学部では 2013 年度のカリキュラム改革においてキ
ャリアマーケティング科目群の開設を行っている。その
具体的な効果について学部独自に個別的な検証を行う。 

[1-9] キャリア支援に関する組織体制を整備し、教員との
連携を強めながら学生の進路支援を組織的に行う。 

[1-10] 「読み、書き、計算」能力の強化と、「一般常識・
社会常識」を身につけさせるための方策を検討し、実施
する。経営学部では 2013 年度のカリキュラム改革でビ
ジネス数学Ⅰ、Ⅱを開設しているが、その個別的な効果
についても学部独自に検証を行う。 

[1-4] 
①テイク支援実績 
②学生満足度調査（アンケート） 
[1-5] 
①奨学金支給状況 
②奨学金受給者の成績状況 
③学生満足度調査（アンケート） 
[1-6] 
①学生相談室利用実績 
②保健センター利用実績 
③学生満足度調査（アンケート） 
[1-7] 
①ハラスメント教育実施実績、相談実績（個人情報保護に配慮） 
②学生満足度調査（アンケート） 
[1-8,1-9 共通] 
①各種ガイダンス等参加実績 
②窓口相談実績 
③進路決定状況（業種別等を含む） 
[1-10,] 
①当該科目受講生の成績・進路決定状況を追跡調査してその状況を
調査する。 
②受講者・非受講者別の進路決定状況を比較して効果を測定する。 

2015
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 修学、生活、進路の 3 つの支援方
針について検討を開始する。 

教務委員会において検討を開始した。 検討中である。 

[1-2] 留年者への就学指導及び休・退学
者の状況把握を行う。 

１年ゼミ出席率と休退学の相関に注目
した。 

１年ゼミの指導体制を強化すべく、教
授内容を寄り密にした。 

[1-3] 補習・補充教育に関する体制につ
いて検討を開始する。 

教務委員会において検討を開始した。 具体的・個別的に対応している。 

[1-4] 障がいのある学生に対する修学
支援措置について検討する。 

教務委員会において検討を開始した。 具体的・個別的に対応している。 

[1-5] 奨学金等の経済的支援措置を維
持する。 

成績条件を満たすよう指導している。 個別に指導を強化している。 

[1-6] 教職員の連携を中心として心身
の健康保持・増進および安全・衛生へ
の配慮を行っていく。 

各ゼミナールにおいて学生の状況を把
握している。 

ゼミ担当と各科目担当の間での協力
関係を築いている。 

[1-7] ハラスメント教育を実施する。 基礎ゼミナールにおいて実施してい
る。 

十分達成している。 

[1-8] キャリアマーケティング科目群
の具体的な効果について学部独自の
検証を開始する。 

教務委員会において検討を開始した。 来年度以降に検証結果を総括した
い。 

[1-9] キャリア支援に関する組織体制
を整備する。 

科目間の連携を図る。 科目間の情報を学生により密に伝え
た。 

[1-10] ビジネス数学Ⅰ、Ⅱの個別的な
効果について学部独自に検証を行う。 

受講者は一定の水準に達している。 受講していない学生に問題があり、
理解度の低い学生がより多く受講す
るよう呼びかける。 

2016
年度 

年次計画内容 
[1-1] 修学、生活、進路の 3 つの支援方針について検討を続ける。 
[1-2] 留年者への就学指導及び休・退学者の状況把握を行う。 
[1-3] 補習・補充教育に関する体制について検討を続ける。 
[1-4] 障がいのある学生に対する修学支援措置について検討を続ける。 
[1-5] 奨学金等の経済的支援措置を維持する。 
[1-6] 教職員の連携を中心として心身の健康保持・増進および安全・衛生への配慮を行っていく。 
[1-7] ハラスメント教育を実施する。 
[1-8] キャリアマーケティング科目群の具体的な効果について学部独自の検証を続ける。 
[1-9] キャリア支援に関する組織体制の整備を続ける。 
[1-10] ビジネス数学Ⅰ、Ⅱの個別的な効果について学部独自の検証を続ける。 

 
 
（７）経済学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 学生支援方針を共有化し、周知する。 
[1-2] 奨学金等の経済的支援措置を適切に維持する。 
[1-3] 学生相談室の活用により、健康保持・増進および快適な
大学生活への配慮を行う。 

[1-4] ハラスメント教育を実施し、ハラスメント対策を行う。 
[1-5] 職業観を醸成するための機会を設ける。 

[1-1] 
① 学生支援の方針の策定と共有化（2015 年度） 
① 「はぐくみ」の利用状況（2016 年度） 
[1-2]  
① 奨学金支給状況 
② 奨学金受給者の成績状況 
③ 学生満足度調査（アンケート）（2015 年度） 
③学業奨学金の受給状況（2016 年度） 
[1-3]  
①学習支援室の利用実績 
②学生満足度調査（アンケート）（2015 年度） 
②経済学部における発達障害学生の状況調査（2016 年度） 
[1-4]  
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①ハラスメント教育実施や学生支援室あるいは相談実績につ
いて、個人情報保護に配慮しつつ、実態を把握する（2015
年度） 

②学生満足度調査（アンケート）（2015 年度） 
①ハラスメント教育実施の実施状況（2016 年度） 
②相談実績（2016 年度） 
[1-5]  
①進路決定状況（業種別等を含む） 
②エクステンションセンター受講状況（2016 年度） 

2015
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 
1) 学生支援の方針の策定を検討する。 
2) オフィスアワーならびに「はぐくみ」
の有効な活用を検討する。具体的に
は、教務委員会、教務課あるいは学生
サポートセンター等との連携を図り、
一人ひとりの学生の状況を把握し、連
携して学生の履修・修学指導に当た
り、学生支援を図る。 

1) 学生支援の方針の策定については
全学的な実施をする場合に再度検討し
たい。 
2)「はぐくみ」の閲覧可能な範囲を増
やすとともに、情報共有を図るために
はぐくみへの記入を呼びかけた。 

学生支援の方針は学部独自での策定
は難しい。全学的な実施をする場合
に再度検討したい。達成状況につい
ては別の指標を用いる。 

[1-2] 成績優秀者に対する学業奨励制
度（授業料全免・半免除などの授業料
減免や奨学金返還免除など）の検討を
開始することを大学に働きかける。 

成績優秀者に対する学業奨励制度の検
討を大学に働きかけたところ、大学全
体として実施されることとなった。 

奨学金等の経済的支援措置を適切に
維持するよう、努めた。 
学業特待奨励金制度受給者 1 名は、
公務員として町役場へ就職すること
となった。在学中は 3 つの学生団体
に所属し、高いコミュニケーション
能力を活かして活躍。制度にふさわ
しい人物であり、入学後にも成長が
みられた。 

[1-3] 発達障害学生の受け入れ体制の
検討を行う。 

2 年前からの受け入れ態勢を継続して
行っている。 

学生相談室の活用により、健康保
持・増進および快適な大学生活への
配慮を行ったが、発達障害学生の受
け入れ体制は確立していない。 

[1-4] プロゼミにおけるハラスメント
教育を実施するとともに、2 年生以上
の学生に対してゼミなどでハラスメ
ント教育をそのつど行う。 

プロゼミにおけるハラスメント教育を
実施した。また、適宜ハラスメント教
育を行った。 

プロゼミナールにおいてハラスメン
ト教育を実施した。学生相談室利用
は昨年度に比べ減少した。 

[1-5] エクステンションセンターの講
座受講を支援し、学生の公務員や金融
機関などの特定職業に関する能力の
開発・伸張を図る。 

エクステンションセンターの講座に対
する補助制度を確立し、応募を行った。 

職業観を醸成するための機会を複数
設けた。その結果、公務員の内定者
は 9 名、金融機関の内定者は 9 名と
なった。 

2016
年度 

年次計画内容 

[1-1] 
1) 学生支援の方針を検討する。 
2) オフィスアワーならびに「はぐくみ」の有効な活用を検討する。具体的には、教務委員会、教務課あるいは学生サポ
ートセンター等との連携を図り、一人ひとりの学生の状況を把握し、連携して学生の履修・修学指導に当たり、学生支
援を図る。 
[1-2]  
1)奨学金を支給されている学生の成績を維持し、継続的に経済的な支援ができるようにする。 
2)成績優秀者などによる学業奨励制度を活用する。 
[1-3] 発達障害学生の受け入れ体制について必要があれば検討を行う。 
[1-4] プロゼミにおけるハラスメント教育を実施するとともに、2 年生以上の学生に対してゼミなどでハラスメント教
育をそのつど行う。 
[1-5]  
1)エクステンションセンターの講座受講を支援する。 
2)学生の公務員や金融機関などの特定職業に関する能力の開発・伸張を図る。 
3)内定率および就職率を高めるための方策を検討する。 

 
 
（８）人文学部人間科学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] ３つの支援方針を明示し、教職員並びに学生等利
害関係者に周知する。 

[1-2] 単位習得が順調に進まない学生の指導体制を整備
する。また障がいのある学生に対する修学支援措置の
適切性を確保する。 

[1-3] 休退学を減らすための措置を積極的に講じる。 
[1-4] 奨学金等の経済的支援措置を適切に維持し、健康
保持増進および安全衛生への配慮を行い、ハラスメン
ト対策の整備を進める。 

[1-5] 低学年から職業観を醸成するための教育方法を検
討・実施し、学生の進路支援を組織的に行う。 

[1-1] 
方針の策定 
[1-2] [1-3]共通 
休退学除籍者数一覧 
学生指導シート（はぐくみ）のコミュニケーション記録の活用状況 
学習支援室利用実績 
テイク支援実績 
[1-4] 
奨学金採用・継続状況 
保健センター・学生相談室利用実績 
ハラスメント教育・相談実績 
[1-5] 
各種ガイダンス等参加実績 
キャリア支援課窓口相談実績 
進路決定状況 
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各学生の就職活動状況に関する学科会議での報告実績 
2015
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1]  

全学的に策定される支援方針を学科
でも確認し、構成員への周知を図る。 

 全学の支援方針は今年度明示され
なかったが、学科独自に担任制度など
をとおして学生の修学・生活・進路の
状況の把握に努めた。 

全学での支援方針の早期の策定がま
たれる。 

【指標なし】 

[1-2]  
担任教員による就学指導を教務課職

員と連携をはかりながら適切に実施す
ると共に、学生指導シート及び学科会議
を通して、就学上心配のある学生や障が
いのある学生の状況を学科教員全員が
共有できるようにする。また、障がいの
ある学生に対する就学支援を適切に実
施するために、特に支援学生を確保する
ことについて、アクセシビリティ推進委
員会と連携しながら進める。 

就学指導の指標にもとづき前期と
後期に実施した。その状況は、学生指
導シートによって学科教員及び教育
支援課職員間で共有した。特に就学上
心配のある学生や障がいのある学生
については、学科 FD として就学状況
や課題を共有し検討する機会を設け
た。また、障がいのある学生に対する
修学支援の適切性を確保するために、
特に支援学生の確保についてアクセ
シビリティ推進委員会と協力しなが
ら、ガイダンス時での呼びかけ、講義
やゼミでの呼びかけ、教員への協力要
請などを行った。 

年次計画の内容を適切に実施した。 
【指標「要支援学生への対応に関する
検討会」案内文書】 
【指標 ワークシート書式】 
【指標「ガイダンス時の呼びかけ配置
資料」】 
【指標「障がい学生の支援についての
お願い文書」】 

[1-3]  
・学科会議において、前年度の休退学者

に関する動向把握を踏まえた方策を
検討する。 

・学生指導シート（はぐくみ）のコミュ
ニケーション記録について、利用の徹
底やデータの共有の仕方を検討する。 

・2013、14 年度と 2 年続けて教務委
員が続けてきた、休退学に関する動
向把握を実施しなかった。今後継続
的な取り組みが求められる。 

・学生指導シート（はぐくみ）のコミ
ュニケーション記録については、共
有範囲に関する検討を学科会議に
て行った。 

 年間退学者数は、2008 年度 20 名
（3.22%）、09 年度 14 名（2.36%）、10
年度 19 名（3.35%）、11 年度 16 名
（2.90%）、12 年度 16 名（3.13%）、13
年度 21 名（4.24%）、14 年度 14 名
（3.14%）と（分母はいずれも 5 月ま
たは 4 月 1 日時点の在籍者数）、微増
微減を繰り返している。2015 年度は未
確定だが、12名程度になることが予測
されている。休学者についても 20 数
名で推移している。継続的な動向把握
がまずは必要である。 
【指標「休退学除籍者数一覧」】 
【指標「過去 6 年分の退学者一覧
（2014 年 6 月学科会議資料）」】 

【指標「学生指導シート（はぐくみ）
のコミュニケーション記録の活用
状況」】 

[1-4]  
基礎ゼミナール、専門ゼミナールおよ

び卒論指導などの場を通じて学生の経
済状況、健康状態の把握に努め、必要に
応じた指導を行う。 
 

 少人数のクラス・ゼミナールを全学
年に配当することにより、各担任が授
業時間外にも学生の修学・生活・経
済・健康状況を把握するようつとめ
た。 

 1 年次の基礎ゼミナールＡＢ、2 年
次の基礎ゼミナールＣでは各クラス
平均 15～16 名、3 年次の専門ゼミナ
ールＡＢ、4 年次の卒論指導では平均
9 名程度で少人数担任制を実施するこ
とができた。奨学金、学生相談などに
関する指標の活用は今後の課題であ
る。【指標なし】 

[1-5]  
・人間科学科の特性を生かした「出口」
部分を見据えたキャリア教育の有り
方を検討する。 

・ゼミの教員が担当学生の就職活動状況
を把握できるようにキャリア支援課
と情報の共有をはかり、ゼミ教員によ
る就職支援を促す。 

・「職業と人生」の学科学生の出席状
況、3 年生の就職ガイダンス出席状況
を注視するとともに、3 年生の個人面
談の未実施学生については、学科会議
においてゼミ教員から状況を把握し
た。 
・学科会議で卒業生就職内定状況の推
移を適時共有し、ゼミ担当教員から未
内定者の状況把握を行った。 

 学科会議において各教員に担当す
る学生のキャリア支援課窓口利用状
況や内定状況を伝達する試みを継続
的に実施した。今後は人間科学科の特
性を生かしたキャリア支援について
検討する必要がある。 
【指標「職業と人生」の出席状況一覧】 
【指標「キャリア支援課窓口相談利用
者数」】 
【指標「進路決定状況一覧（人間科学
科）」】 

2016
年度 

年次計画内容 
[1-1]  
全学で策定される３つの支援方針を学科でも確認し、構成員への周知を図る。 
[1-2]  
担任教員による修学指導を教務課職員と連携をはかりながら適切に実施すると共に、学生指導シート及び学科会議を通
して、修学上心配のある学生や障がいのある学生の状況を学科教員全員が共有できるようにする。また、障がいのある
学生に対する修学支援を適切に実施するために、特に支援学生を確保することについて、アクセシビリティ推進委員会
と連携しながら進める。 
[1-3]  
・休退学に関する動向把握を実施し、その結果を踏まえた方策を検討する。 
・学生指導シート（はぐくみ）のコミュニケーション記録について、利用の徹底やデータの共有の仕方を検討する。 
[1-4]  
奨学金受給状況等の資料を基に、基礎ゼミナール、専門ゼミナールおよび卒論指導などの場も活用して学生の経済状況、
健康状態の把握に努め、必要に応じた指導を行う。 
[1-5]  
人間科学科の特性を生かした「出口」部分を見据えたキャリア教育の有り方を検討する。 
大学からのメールや電話による連絡にレスポンスのない学生の割合が増えていることから、そうした学生の状況に関し
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て、キャリア支援課からの情報を就職委員を通してゼミ担当教員に伝え、個別的なバックアップを促す。 

 
 
 
（９）人文学部英語英米文学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 留年者および休・退学者に対する対策を推し進め、退学率の低
減を図る。 

[1-2] 学習支援室の積極的な利用を促すとともに、利用状況の検証を
行う。 

[1-3] 学生生活の不安や心配を軽減するためのサポートのあり方を
検証する。 

[1-4] キャリア支援に関する組織体制を整備し、教員との連携を強め
ながら学生の進路支援を組織的に行う。 

[1-1] 
休退学除籍者数一覧 
[1-2] 
学習支援室の利用実績 
[1-3] 
①学生相談室利用実績 
②保健センター利用実績 
③学生満足度調査（アンケート） 
[1-4] 
①各種ガイダンス等参加実績 
②窓口相談実績 
③進路決定状況（業種別等を含む） 

2015
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 留意すべき学生について情報共
有に努めるとともに、退学率低減の方
策を検討する。 

例年通り情報共有を行った。また教務
委員会において、退学率低減のための
ピアサポーター導入について議論がな
されたが、実施には至らなかった。 

退学率減少の方策の検討は開始し
た。今後も検討を継続する。 

【指標なし】 

[1-2] 学習支援室の利用状況を定期的
に学科会議で報告し、修学支援の改
善・充実について検証する。 

今年度は、英語 SA・TA の活動状況に
ついて学科会議で情報共有を行った。
今年度は SA の人数が TA のそれを上
回ったが、より学生に近い存在として
SA が活躍していることが分かった。 

今年度は学習支援室の取り組みにつ
いて検証を行うことができた。 

【指標なし】 

[1-3] 学生に対するきめ細やかな対応
を継続する。また、さまざまな問題を
抱えた学生のケアについて、教職員で
問題意識を共有する。 

留意すべき学生について、情報ポータ
ルの「はぐくみ」への記入を学科会議
で促した。また記入件数については充
分な報告がなされている一方、閲覧の
頻度にばらつきがあるという問題点も
把握できた。 

次年度以降も「はぐくみ」の活用を
促すとともに、そのより効果的な活
用について検討を継続する必要があ
る。なお、指標としては「学生指導
シート「はぐくみ」コミュニケーシ
ョン記録の活用状況」が有効である
と判断するため、次年度以降も指標
として活用したい。 
【指標「学生指導ｼｰﾄ「はぐくみ」コ
ミュニケーション記録の活用状況」】 

[1-4] 学科の教職員間で在学生の進路
支援に関わる情報を共有し、複数名に
よる指導体制を構築する。 

学科会議等で 3 年生および 4 年生の進
路決定状況を確認し、ゼミ担任、就職
委員、およびキャリア支援課担当職員
を中心とする指導体制を築いた。 

次年度も今年度と同様の指導体制を
維持する。 

【指標「個人面談実施状況」】 
【指標「内定状況」】 

2016
年度 

年次計画内容 

[1-1] 留意すべき学生について引き続き情報共有に努めるとともに、退学率軽減の方策の検討を継続的に行う。 

[1-2] 学習支援室の利用状況を定期的に学科会議で報告し、修学支援の改善・充実について引き続き検証する。 

[1-3] 前年度に引き続き、「はぐくみ」活用の促進と効果的な活用について検討し、学生に対するきめ細やかな対応に努
める。また、さまざまな問題を抱えた学生のケアについて、教職員間で問題意識を共有する。 
[1-4]  学科の教職員間で在学生の進路支援に関わる情報を共有し、複数名による指導体制を維持する。 

 
 
（10）人文学部臨床心理学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 就学支援・生活支援・進路支援の具体的な方法を策定する。
また、休・退学者の状況を把握し、適切に対処することで年次的
に低減させる。 

[1-2] 上級学年学生に就職指導を行いつ、就職活動が不調にある学
生にはキャリア支援課と連結しつつ支援を行う。 

[1-1]  
① 休退学者数 
② 学生満足度調査 
③ GPA 分布 
④ 学生満足度調査 
[1-2] 卒業生満足度調査 

2015
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 修学困難者、休退学希望者への個
別面談を行い、状況把握に努める。 

学科会議において、担任教員に就学困
難者への個別面談をうながし、また、
休退学希望者に対してもその都度教員
による面談を行った。 

「はぐくみ」の利用状況は低迷して
いるが、これは面談をした後に未記
入の場合が多いためであると思われ
る。今後、より積極的に「はぐくみ」
を利用しつつ、学科教員で連携して
学生の状況を把握していく必要があ
ると思われる。 
【指標「コミュニケーション記録登
録件数」】 
【指標「入学年度別 GPA 分布・推移」】 

[1-2] 学科独自に、4 年生向けの就職活
動講座を企画し、就職活動を活性化す
る。 

学科独自の取り組みの対象年齢を 3 年
生とし、キャリア支援課および担当教
員とで全てのゼミをまわり、10分程度
で就職に関する情報提供やアドバイス

就職活動全体が後ろ倒しになったに
もかかわらず、2015 年度の進路決定
率は高い水準で推移している。 
【指標「3 学年臨床心理学演習Ⅱ出前

<英語英米文学科の教育目標>  
1．TOEICスコア Cレベル(470から 730点)以上の英語能力養成を目指す。 
2．本学科の専門分野である英語学・英米文学・英米地域研究・異文化コミュニケーション学
における深い知識を養成する。 
3．積極的に国際交流活動に参加する機会を用意する。 
4．国際化される地域社会、国際社会に貢献できる人材を育成する。 
注：TOEICスコアレベルは(財)国際ビジネスコミュニケーション協会 TOEIC運営委員会資料に
よる。 
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などをおおなった。 説明会」】 

2016
年度 

年次計画内容 
[1-1]  2015 年度同様修学困難者、休退学希望者への個別面談を行い、「はぐくみ」への記入を徹底させる 

[1-2] ゼミ空白期間を鑑み、3 年生専門ゼミなどを利用して、就職活動に関する情報提供などをおこなう。 
 
 
（11）人文学部こども発達学科 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 学生の修学、生活、進路などの支援方針を有することを明示し、
教職員ならびに学生等にその情報を周知する。 

[1-2] 留年、休・退学者の状況を把握するとともに、適切な対処法を検
討・実施していく。 

[1-3] 授業以外の修学支援の体制を整え、実施する。 
[1-4] 修学において支援を要する学生への措置を適切に行う。 
[1-5] 経済的理由により修学困難な学生への措置として、奨学金制度な
どの適切な運用、維持に努める。 

[1-6] 教職員、学生相談室との連携を通して、情報を共有し、学生の心
身の健康増進および安全・衛生面における配慮を包括的に実施する。 

[1-1] 
①方針の策定 
[1-2] 
①休退学除籍者数一覧 
[1-3] 
①学習支援室の利用実績 
②学生満足度調査（全学） 
③資格講座や関連ゼミの受講 
[1-4] 
①テイク支援の実績 
②個別アンケート調査等 
[1-5] 
①奨学金支給状況 
②奨学金受給者の成績状況把握 
[1-6] 
①学生相談室利用実績 
②保健センター利用実績 

2015
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 修学、生活、進路に関する学生へ
の支援の現状を把握する。それに対応で
きる方針を策定していく。その内容を教
職員ならびに学生等に周知する方法を
考えていく。 

 本目標を現状分析、検証、達成に分けて
達成度をチェックする計画を立てた。 
 毎月の会議で、学生の修学、生活、進路
などについて情報交換を行い、対応の方針
を議論している。その結果を必要に応じて
学生に周知している。 
 各種支援については、掲示板、インター
ネットを通じて学生にも適宜情報提供を行
っている。 

現状分析を 2/3 実施。検証を 0/2 を
実施。達成 0/1 を実施。 
 
【指標「計画表」D6-1:学生への各種 
支援の明示の周知】 
 

[1-2] 休退学除籍者の現状と経年変化
を把握し、その原因、年次変化、満足度
などから動向を集計、分析し、対応策を
検討していく。 

 本目標を現状分析、検証、達成に分けて
達成度をチェックする計画を立てた。 
 退学者および進路変更を希望する学生の
諸事情について，ゼミ担当の教員が中心と
なってヒヤリングを行い，その現状把握に
務めた。 

現状分析を 2/2 実施。検証を 1/2 を
実施。達成 0/1 を実施。 
 
【指標「計画表」D6-1:留年、休・退
学者への対応】 
【指標「2015年度学籍異動状況」】 

[1-3] 支援室や資格講座など授業以外
の修学支援の体制を整え、その受講実績
や状況調査、学科として必要な対応をお
こなう 

 本目標を現状分析、検証、達成に分けて
達成度をチェックする計画を立てた。 
 教員採用試験，公務員対策などについて
は，外部機関との連携も含め，受講状況を
確認し，必要に応じて学生個々人を支援し
た。 

現状分析を 2/2 実施。検証を 0/1 を
実施。達成 0/1 を実施。 
 
【指標「計画表」D6-1:授業以外の修
学支援】 

[1-4] 学科に修学において支援を要す
る学生を常に注視し、必要ならば、その
措置を適切に行う。また支援できる学生
の育成に努める。 

 本目標を現状分析、検証、達成に分けて
達成度をチェックする計画を立てた。 
 軽度難聴学生（1 年生）について、面談
の結果、配慮をお願いする必要性を認めた
ため、授業配慮文書を作成した。本人確認
後、後期授業開始時に授業担当者宛に配慮
のお願い文書を配布した。 
 基礎ゼミおよび専門ゼミの担当教員を中
心に年に数回の個別面談を実施し，学生の
現状把握に務めるとともに，必要に応じて
保護者との連携調整も実施した。 

現状分析を 2/2 実施。検証を 0/1 を
実施。達成 0/1 を実施。 
 
【指標「計画表」D6-1:支援を要する
学生への対応】 
【指標「難聴学生 M さんに対する 
授業配慮についてのお願い」】 

[1-5] 経済的理由により修学困難な学
生への奨学金制度などを知らせ、適切な
運用、維持に努める。 

 本目標を現状分析、検証、達成に分けて
達成度をチェックする計画を立てた。 
 大学の各種奨学金制度を学生に周知する
ようにした。 

現状分析を 1/2 実施。検証を 0/1 を
実施。達成 0/1 を実施。 
 
【指標「計画表」D6-1:経済的理由に 
より修学困難な学生への対処】 

[1-6] 学科の教職員は学生相談室と連
携し、情報を共有し、包括的な対応をお
こない、その実績を確認する。 

 本目標を現状分析、検証、達成に分けて
達成度をチェックする計画を立てた。 
 学生相談室の実体の把握をおこなった。 

現状分析を 1/2 実施。検証を 0/1 を
実施。達成 0/1 を実施。 
 
【指標「計画表」D6-1:学生の心身の 
健康増進および安全・衛生面の配慮の 
実施】 

2016
年度 

年次計画内容 
[1-1] 修学、生活、進路に関する学生への支援の現状を関係部署と連携して詳細に把握する。その内容に基づき、支援強
化のためのさらなる対応策について検討し、教職員ならびに学生等に周知する方法を考えていく。 
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[1-2 休退学除籍者の現状と経年変化を把握し、その原因、年次変化、満足度などから動向を集計・分析し、適切な対応
を実施する。 
[1-3] 資格講座など授業以外の修学支援の体制を整え、その受講実績や状況調査等、学科として必要な対応をおこなう。 

[1-4] 修学において支援を要する学生を常に注視し、必要ならば、その措置を適切に行う。また支援できる学生の育成に
努める。 
[1-5] 経済的理由による修学困難な学生の把握、緊急事態発生時の対応を随時おこない、奨学金制度を周知してその適切
な運用、維持に努める。 
[1-6] 学生相談室や関係部署と連携し、心身の健康状態、健康増進の実態を把握し、配慮の必要性や課題を検討する。 

 
 
（12）法学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1] 修学上の遅れや困難を示す学生に対し、適切な指導を行う。 
[1-2] 障がいのある学生に対する適切な就学支援を確保する。 
[1-3] 学生が経済的に困難な状況に陥ることがないよう、奨学金を受

けている学生については、廃止等の対象になることがないよう、
生活指導を行う。 

[1-4] 心身に問題ある学生については、学生相談室と連携して生活指
導を行う。 

[1-5] ハラスメント防止教育を初年次ゼミナールにて行い、対策本部
およびインテイカーについて周知する。 

[1-6] 職業観を醸成する取組みを行う。 
[1-7] キャリア支援個人面談、および進路に応じた各種就職支援講

座・説明会への誘導を行う。 

[1-1]①学習支援室利用状況 
[1-2]①ノートテイク支援実績 
[1-3] 
①奨学金受給状況 
②奨学金受給者成績 
[1-4]①学生相談室利用状況 
[1-5]①ハラスメント防止教育実施状況 
[1-6]①「職業を知る」、「職業と人生」の出席統計 
[1-7] 
①キャリア支援課個人面談参加 
②各種就職支援講座予約・出席状況 
③各種就職説明会予約・出席状況 

2015
年度 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1] 各教員が担任する学生のうち、Ｇ
ＰＡ低迷・修得単位数不足がみられる
学生について、個別面談を実施する。 

学部で 4～5 月と 10 月に一斉面談を実
施した。ＧＰＡ低迷及び単位修得困難
な学生に対しては、特段の注意を払っ
て指導することを心がけた。 

成績不振の学生の方が、一斉面談に応
じない傾向である。秋期の方が、面談
実施率が向上した（面談実施率は春期
が平均 55.6％、秋期が 66.7％）。 

[1-2] 法学部教員の担当する科目を難
聴学生が履修する場合に、テイクおよ
びログ提供を認めるよう呼びかける。 

難聴学生が履修している科目の担当者
へ文書にて配慮を依頼した。また、ゼ
ミナールの時間に学生へノートテイカ
ー等の募集に関して告知した。 

法学部の学生も数名パソコンでのノ
ートテイクを行った。また、教員も話
すテンポを遅くするなど配慮をした。 

[1-3] 各教員が担任する学生のうち、ア
ルバイト過剰等により勉学がおろそ
かになりがちな学生について、個別面
談を実施する。 

[1-1]で記した一斉面談の際に学業と
向き合う姿勢についても指導を行っ
た。また、成績が芳しくないと奨学金
が打ち切りになることを伝え、注意喚
起した。 

札幌学院大学学業特待奨励金受給者、
2015 年度入学生 4 名受給（平均
GPA1.66）。2014 年度入学生 1 名
（GPA2.20）。2013 年度入学生 3 名
（平均 GPA1.79）。2012 年度入学生 3
名（平均 GPA1.19）。 
学生支援機構の奨学金受給者は、
2012 年度入学生が 4 名(2 種)、2013
年度入学生が 3 名(1 種 1 名、2 種 2
名)、2014 年度入学生が 8 名(2 種)。 

[1-4] 各教員が担任する学生に目配り
し、必要であれば保護者と連絡を取り
つつ、対応を講じる。 

成績不振学生に対しては、保護者に保
護者懇談会へ出席するように文書を送
付した。また、教員も必要に応じて保
護者懇談会の時期とは関係無く、保護
者に来校するように依頼し、面談を実
施した。 

学生相談室にて学生とその保護者が
それぞれ時間を変えてカウンセリン
グを実施したケースがあった。 

[1-5] ハラスメント防止ガイドライン
を、初年次ゼミナールにて学生全員に
周知する。 

基礎ゼミナールの時間に担任教員より
学生へハンドブックを配布し、啓発を
行った。 

次年度以降もハラスメント対策本部
と連携して、実施する。 

[1-6] 正課授業「職業を知る」にて専門
的職業人の講義を提供するほか、警察
職員等による講演会を開催する。 

「職業を知る」や「職業と人生Ⅰ～Ⅳ」
の授業を通して、学生の職業観の醸成
に寄与している。 

「職業を知る」の平均出席率が
82.1％、「職業と人生Ⅲ」の出席率が
平均 80.4％、「職業と人生Ⅳ」の出席
率が平均 75.3％。 

[1-7] 警察その他公務員の試験対策と
して、模擬試験の受験を推奨するほ
か、学部独自の小論文模擬試験および
模擬面接を行う。民間企業就職希望者
については、説明会への参加を、ゼミ
担当教員からも呼びかける。 

公務員志望の学生に対しては、学外（専
門学校）の協力を得て、春期と秋期に
模擬試験を実施し、これを受験するよ
うに学生へ呼びかけた。また、春期に
は警察官・消防官・市町村職員志望者
向けの模擬面接を実施した。また、秋
期には警察官志望者向けの模擬面接を
実施した。今年度については、北海道
警察本部の本部長を招聘して、特別講
演会を実施した。 
一般企業への就職希望者に対しては、
担任を通じて、企業説明会の開催日程
の案内やキャリア支援課で就職相談を
するように指導した。 

2015 年度の 3 年生の個人面談実施率
は、79.4％で、前年度比 1.8％向上し
た。 

2016
年度 

年次計画内容 

[1-1] 修得単位数不足の学生を中心に、担任教員による個別面談を実施するとともに、指導困難な学生については、ご
家庭との連携を進めたい。 
[1-2] 障碍学生の把握および就学支援につき、アクセシビリティ委員会との連携を深めたい。 
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[1-3] 担任教員による定期の個別面談において、奨学金受給者には、成績不振により受給中止とならないよう、指導を
強化したい。 
[1-4] 心身に問題を抱えていると思われる学生の把握、また、生活支援につき、学生相談室やアクセスビリティ推進委
員会との連携を深めたい。 
[1-5] 初年次の導入科目である基礎ゼミナールにおいて、ハラスメント防止ガイドラインを学生に周知したい。 

[1-6] 現行カリキュラムにおいてすでに、職業観醸成のための科目（「職業を知る」、「職業と人生Ⅰ～Ⅳ」）が配置され
ているが、学生の履修登録や単位修得などの状況を把握して、職業観を醸成するという目的が実際に達成されているか、
検証していきたい。 
[1-7] 担任教員による定期の個別面談に際し、進路希望先に向けての取組みを早期に開始するよう、学生に促すととも
に、キャリア支援課との連携を深め、各種の説明会への参加などを学生に呼びかけたい。 

 
 
（13）社会情報学部 
中期計画【計画１】（目標１に対応する計画） 達成度評価指標【指標１】 
[1-1]  
３つの支援方針を明示し、教職員並びに学生等に周知する。 
[1-2]  
留年者および休・退学者の状況を把握し、適切に対処すること
で年次的に低減させる。 
[1-3]  
補習・補充教育に関する体制を整備し、修学支援を実施する。 
[1-4]  
障がいのある学生に対する修学支援措置の適切性を確保する。 
[1-5]  
奨学金の種類、規定、手続のスケジュールを学生全員に周知する。
奨学金支給状況と受給者の成績状況を把握し、受給廃止を防止す
る。奨学金制度の改善に役立てるために奨学金の効果を調査す
る。 
[1-6]  
学生に心身の健康の管理の重要性を認識させるとともに、本学の
保健センターと学生相談室の利用方法を周知する。ケガの発生
や、感染症拡大のリスクなどの対応方法を周知する。支援が必要
な学生を把握し、関連部局が連携して適切な対応を行う。 
[1-7]  
本学のハラスメントに対する規定に従い、ハラスメント教育を実
施する。相談窓口・インテイカーの利用方法を周知する。本学の
ハラスメントの状況を個人情報に配慮しながら把握し、ハラスメ
ントの防止に活用する。 
[1-8]  
進路選択に関わる多様な授業とガイダンスを通して、職業観の醸
成と社会人基礎力の育成のための指導を実施する。 
[1-9]  
全学的なキャリア支援体制を踏まえ、学部関係者（キャリア支援
課職員、教員、教育支援課職員）間の連携を密にしながら、多様
な進路選択の指導・支援を組織的に実施する。 
[1-10]  
進路選択・決定に資するための、学士力及び社会人基礎力向上の
ための（関連科目及び資格取得等の）教育・指導を実施する。 

[1-1]  
①方針の策定 
[1-2] 
①休退学除籍者数一覧 
②休退学理由の一覧 
③個別面談実績 
[1-3] 
①学習支援室の利用実績 
[1-4] 
①テイク支援実績 
②障がいのある学生の成績 
[1-5] 
①奨学金支給状況 
②奨学金受給者の成績状況 
③受給学生に対する意見聴取結果 
[1-6] 
①学生相談室利用実績 
②保健センター利用実績 
③支援が必要な学生に対する対応状況の調査結果 
 [1-7] 
①ハラスメント教育実施実績 
②ハラスメント事例への対応状況の調査結果 
[1-8,1-9 共通] 
①各種の就職活動支援行事、科目、ガイダンス等参加実績 
②窓口相談実績 
③進路決定状況（業種別等を含む）と就職率 
[1-10,] 
①当該科目受講生の成績・進路決定状況の追跡調査 
②受講者・非受講者別の進路決定状況の比較、効果測定 

2015
年度 
 
 
 

年次計画内容 計画実施状況 指標に基づく中期目標の達成状況 
[1-1]  
修学支援、生活支援、進路支援の実施
状況について確認する。 

[1-1] 
体系的な支援方針はないが、教授会等
で適宜確認をしながら個別に対応を
行った。 

[1-1]  
方針の策定には至っていないが、各支
援の主担当者を学生に周知した。 

[1-2]  
留年者、休・退学者の年次推移を確認
する。 

[1-2] 
留年者および休・退学者の状況につい
ては、学部教授会において確認し、適
切に対処している。 
 

[1-2] 
休退学除籍者数 
休退学理由一覧 
個別面談実績 
  2010 2011 2012 2013 2014 
１年生 １２名 ９名 ６名 ２名 ― 
２年生 １０名 １２名 １２名 ５名 ３名 
３年生 ― ― ― ― ５名 
４年生 ２４名 ２２名 ２５名 ２１名 １８名 

 

[1-3]  
修学支援の実施状況について確認す
る。 

[1-3] 
修学支援が実施されている。 

[1-3] 
学習支援室利用実績表はないが、補
習・補充教育は授業担当者が個別に対
応をしている。 

[1-4]  
障がいのある学生の受け入れ状況と、
修学支援の状況について確認する。 

[1-4] 
聴覚障がいを持った学生は在籍して
いない。 
障がいのある学生に対しては、専門家
の助言を仰ぎながら、担任教員、学部
運営会議を中心に修学支援が行われ
ている。 

[1-4] 
障がいのある学生の成績 

[1-5]  ・学生課が奨学金に関する周知を行っ ・奨学金の支給状況と成績を学生委員
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学生委員・学生課と連携し、奨学金の
種類、規定、手続のスケジュールを学
生全員に周知する。奨学金支給状況と
受給者の成績状況を把握し、受給廃止
を防止する。奨学金制度の改善に役立
てるために奨学金の効果を調査する。 

たことを確認した。 
・奨学金の受給廃止による学生の休退
学を未然に防ぐための情報の共有を
行い，必要がある場合は学生への指導
を行うことを学部教員に依頼した。 
・効果測定のためのデータ収集につい
ての現状を確認した。 

会・学生課が情報を共有することで、
指導の必要な学生を特定し、指導する
ことで、受給廃止による休退学を防ぐ
ために一定の効果があったと考える。 

[1-6]  
保健センター・学生相談室と連携し、学
生に心身の健康の管理の重要性を認識
させるとともに、本学の保健センターと
学生相談室の利用方法を周知する。ケガ
の発生や、感染症拡大のリスクなどの対
応方法を周知する。支援が必要な学生を
把握し、関連部局が連携して適切な対応
を行う。 

・保健センターと学生相談室に対して
学部生に対する関連情報の周知につ
いて実施状況を確認した。 
・効果測定のためのデータ収集につい
ての現状を確認した。 

・本学部は、募集停止しているので新
入生に対するガイダンス等は実施して
いないが、学生に対する関連情報の周
知は、HP、ポータルサイト等で行われ
た。 
 

[1-7]  
ハラスメント対策本部と連携しなが
ら、本学のハラスメントに対する規定
に従い、ハラスメント教育を実施する。
相談窓口・インテイカーの利用方法を
周知する。本学のハラスメントの状況
を個人情報に配慮しながら把握し、ハ
ラスメントの防止に活用する。 

・ハラスメント対策本部に、関連情報
の周知についての実施状況を確認し
た。 
・効果測定のためのデータ収集につい
ての現状を確認した。 

・現況、ハラスメント教育は主に新入
生に対して行われているので、募集停
止している本学部において組織的なハ
ラスメント教育は行われなかった。 
・ハラスメントに関する情報は扱いが
難しく、リスク回避のため、これを活
用することはしなかった。 
・関連情報は HP で周知された。 

[1-8]  
「職業と人生」等のキャリア教育教養科
目の履修登録及び各種キャリア支援イ
ベントへ参画の指導、及びキャリア支援
課と協働した学生への個別キャリア教
育指導を通して、職業観の醸成及び社会
人基礎力の育成を図る。 

■職業観の醸成及び社会人基礎力育
成への対応 
（１）キャリア支援教育教養科目への
対応 
＜実施事項と成果＞ 
・キャリア教育＆教養科目の履修指導
を行い、受講率向上を図った： 
 ・３年次の「職業と人生Ⅲ、Ⅳ」の
受講率向上 
 ・「論述作文」の高受講率の維持 
＜課題と今後の対応＞ 
・「職業と人生」の高学年次の受講率
は向上しているが必ずしも十分とは
言えない。特に、低学年次での受講率
が低い。成績評価にもばらつきがある
（[1-10]参照）。受講者の高内定率が示
すように、キャリア支援を実質的かつ
効果的なものとするにはキャリア支
援科目の必修化を検討すべきである。 
・「論述作文」は高受講率を示してい
るが、成績評価にばらつきがあり、必
ずしも高評価者が多いわけではない
（[1-10]参照）。このことがエントリー
シート等の作成にも影響していると
思われる。常識や教養を問う筆記試験
をクリアできずに就職活動が長期に
わたる学生も多い。非言語的知識とと
もに言語的な知識修得の指導環境の
充実と当該科目等の必修化を検討す
べきである。 
・キャリア支援に向けた教育教養科目
の見直し（科目設定、必修化等）と充
実化（年次指導内容の在り方）に向け
た検討（実践計画）が必要である。 
（２）キャリア支援課との協働、各種
イベント等への対応 
＜実施事項と成果＞ 
・学科キャリア支援課担当者との密な
連携による指導（メール、ポータル、
個別指導等）を実施した。 
＜課題と今後の対応＞ 
・主要な就職支援ガイダンスにはそれ
なりの参加（８割以上）があったが、
その他（就活復習講座、特別講座、
LIVE VOICE、ＧＤ、ＯＢ・ＯＧトー
クセッション、面接トレーニング、イ
ンターンシップ等）への参加は対象者
の１割以下となっており、残念ながら
指導の効果はでていない。各種イベン
トへの参加状況が内定に影響してい
ることは確かであり、関係者の協力を
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得て、指導強化を図る必要がある。 
[1-9]  
学生の就学状況（キャリア教育含む）
や就職活動（学内外企業説明会参加・
就活状況）に関する学部関係者（キャ
リア支援課職員（キャリアアドバイザ
ー含む）、教員、教務課職員）間の密な
情報共有を通して、学生の進路選択の
指導及び支援を協働して行う。 
 

■進路選択指導及び支援への対応 
（１）就学状況及び就職活動への対応 
＜実施事項と成果＞ 
・紙媒体、メール、ポータル、電話等
を介してキャリア支援関係の科目や
行事・イベントに関する学生の就学及
び就活情報を提供しながら、学部関係
者と協働して就活指導・支援を実施し
た。 
・キャリア支援課担当者の協力を得
て、８名の前期末卒業者に対するメー
ル等による卒業後の情報提供及び指
導を行い１名が内定した。 
・学内合同企業説明会等、学内の就活
イベントに関する情報を提供して、就
活の指導・支援を実施した。 
・窓口相談実績は 8 割以上で、そのう
ち 9 割以上が内定している。相談回数
の増加は内定率向上につながってい
ることを再確認した。 
・上記対応により、内定率 72.1％を
実現した。 
＜課題と今後の対応＞ 
・キャリア支援科目の受講率は必ずし
も高くはない。また、高成績の学生の
占める割合も多くない。[1-10]に示す
ように、受講者における内定率が 7
割以上であることを踏まえれば、評価
及び受講率向上を図れば内定率向上
が期待される。就活に必要とされる基
本的姿勢と教養学力修得を目標に、関
連科目の受講率向上に向けた指導強
化が必要である。 
・関係者のきめ細かな指導・支援にも
かかわらず、残念ながら内定率は必ず
しも高くはない（7 割強）。また、情
報提供に対する学生たちの反応が必
ずしも良いとは言えず、内定に至るま
で長期になる学生もいる。窓口相談回
数向上、情報提供の在り方等、総合的
な係わり方について再検討が必要で
ある。 

 

[1-10]  
キャリア教育及び資格取得支援科目へ
の履修登録指導と各種資格取得支援ツ
ール活用を通して、各種資格取得を図
る。また、通常の科目においても基礎
知識及びコミュニケーション能力獲得
の教育指導を行い、学士力及び社会人
基礎力の向上に努める。 
 

■キャリア支援教育科目等の履修登
録及び資格取得指導への対応 
（１）キャリア支援教育科目等の履修
登録指導への対応 
＜実施事項と成果＞ 
・キャリア教育＆教養科目の履修指導
を行い、受講率向上を図った。結果、
内定者の受講率は高く、就職希望者に
は受講指導が効果的であることを再
確認した。 
＜課題と今後の対応＞ 
＊成績評価にばらつきがあり、上位評
価の学生が多いとは言えない。基礎力
を問う筆記試験や適性試験（ＳＰＩ
等）がクリアできず、就活が長期間に
渡ったり、最悪、内定に至らない学生
もいる。ゼミ等でコミュニケーション
能力の指導効果もあったかと思うが、
より一層の一般教養を含めた基礎学
力及び学士力向上に向けた教育指導
体制の確立・強化が求められる。 
（２）各種資格取得支援への対応 
＜実施事項と成果＞ 
・ＩＰＡ（情報処理推進機構）管轄の
情報処理技術者試験（国家試験）対策
用の学部構築資格取得支援ツール活
用による資格取得の指導を行った。結
果、IT パスポート 2 名と基本情報技
術者試験 1 名の合格者を得た。 
＜課題と今後の対応＞ 
＊学部生の全体数の減少とともに、情
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報技術者を志向する学生も少なくな
っており、情報関係の資格取得を目標
とする学生は多くない。情報処理技術
者関係の資格取得に関しては、大学の
学生指導体制を踏まえた新たな施策
検討が必要である。 

2016
年度 

年次計画内容 
[1-1] 修学支援、生活支援、進路支援の実施状況について確認する。 

[1-2] 留年者、休・退学者の年次推移を確認する。特に、２年生と３年生の修学支援のあり方を検討する。 

[1-3] 修学支援の実施状況について確認する。 

[1-4] 障がいのある学生の現状を把握し、必要に応じて修学支援を行う。 

[1-5] 学生委員会・学生支援課と連携して奨学金の種類、規定、手続のスケジュールを学生全員に周知する。奨学金支
給状況と受給者の成績状況を把握し、成績が芳しくない学生への指導を教員間で連携して行うことで、受給廃止の防止
に努める。奨学金制度の改善に役立てるために、受給学生から制度に対する意見や要望を聴取する。 
[1-6] 保健センター・学生相談室と連携して、学生に心身の健康の管理の重要性を認識させるとともに、本学の保健セ
ンターと学生相談室の利用方法を周知する。ケガの発生や、感染症拡大のリスクなどの対応方法を周知する。支援が必
要な学生を把握し、関連教職員が情報を共有しながら連携して適切な対応を行う。 
[1-7] ハラスメント対策本部と連携しながら、本学のハラスメントに対する規定に従い、ハラスメント教育を実施する。
相談窓口・インテイカーの利用方法を周知する。本学のハラスメントの状況を個人情報に配慮しながら把握し、可能な
範囲でそれを教職員の意識啓発に活用する。 
[1-8] キャリア教育教養科目の履修登録及び各種キャリア支援イベントへ参画の指導、及びキャリア支援課と協働した
学生への個別キャリア教育指導を通して、職業観の醸成及び社会人基礎力の育成を図る。 

[1-9] 学生の就学状況（キャリア教育含む）や就職活動（学内外企業説明会参加・就活状況）に関する学部関係者（キ
ャリア支援課職員（キャリアアドバイザー含む）、教員、教育支援課職員）間の密な情報共有を通して、学生の進路選
択の指導及び支援を推進する。 
[1-10] キャリア教育及び資格取得支援科目への履修指導や基礎知識力及びコミュニケーション能力獲得の教育指導に
努め、学士力及び社会人基礎力の向上を図る。 

 
 


